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伊 予 市 ・ 中 山 町 ・ 双 海 町 合 併 協 議 会 

第 ９ 回 協 議 会 次 第 

日 時 ： 平成１６年９月９日（木）１４：００～ 

場 所 ： 伊予市市民会館 ４階 会議室 

 

１ 開 会 

 

２ 会長あいさつ 

 

３ 議 題 

 （１）協 議 

   ① 協議第３６号 特別職の職員の身分の取扱いについて 

   ② 協議第３７号 使用料、手数料等の取扱いについて 

   ③ 協議第３８号 行政連絡機構の取扱いについて 

 ④ 協議第３９号 各種事務事業（福祉関係）の取扱いについて 

⑤ 協議第４０号 各種事務事業（農林水産関係）の取扱いについて 

⑥ 協議第４１号 各種事務事業（商工観光関係）の取扱いについて 

⑦ 協議第４２号 各種事務事業（その他事務事業）の取扱いについて 

 

（２）その他 

第１０回伊予市・中山町・双海町合併協議会の日程について 

 

４ 閉 会 
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伊予市・中山町・双海町合併協議会委員名簿 

 

 氏  名 役職名等 出欠 

○伊予市    

 中 村   佑 市長 出席 

 小 林   茂 助役 出席 

 重 松 圀 右 議長 出席 

 日 野 正 則 議員 出席 

 岡 田 清 満 学識経験者 出席 

 西 岡 義 雄 学識経験者 出席 

 安 田 一 江 学識経験者 出席 

○中山町    

 市 田 勝 久 町長 出席 

 窪 中 修 一 助役 出席 

 井 上 正 昭 議長 出席 

 田 中   弘 議員 出席 

 亀 井 慎 滋 学識経験者 出席 

 高 橋   敏 学識経験者 出席 

 上 岡 幸 子 学識経験者 出席 

○双海町    

 上 田   稔 町長 出席 

 藤 田   稔 助役 出席 

 大 石 寿 淑 議長 出席 

 岡 田 博 助 議員 出席 

 中 嶋 都 貞 学識経験者 出席 

 矢 野 鎭 男 学識経験者 欠席 

 富 岡 喜久子 学識経験者 出席 

○顧 問    

 泉   圭 一 愛媛県議会議員 出席 

 松 岡 誼 知 松山地方局長 出席 
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  坪内主任   定刻になりましたので、ただいまから伊予市・中山町・双海町合

併協議会の第９回会議を開会いたします。 

 皆様、ご起立をお願いいたします。 

 一同、礼。 

 ご着席ください。 

 開会に当たりまして、中村会長からごあいさつを申し上げます。 

 

  中村会長   皆さん、こんにちは。 

 １６号台風に続きまして、７日、１８号台風があのように日本列

島を通りすぎました。この関係の１市２町におきましても各地で被

害があったことと想像いたしますが、まだこれから９月は台風シー

ズンでもございます。それぞれ十分防災の方についてご留意をいた

だきたいと思うわけでございます。 

 さて、本日の協議会は９回目を迎えたわけでございます。ご案内

を申し上げましたところ、泉県議さん、そして松岡地方局長さんを

初め、委員の皆さん方ご出席を賜りまして大変ご苦労でございま

す。 

本日の協議はご案内をいたしておりますけれども、特別職の職員

の身分の扱いを初め、使用料、手数料の取扱い、行政連絡機構の取

扱い、そして各種事務事業の取扱いを４項目、７件を予定いたして

いるわけでございます。 

どうか十分ご審議をいただきますようにお願いを申し上げまし

て、開会のごあいさつといたします。ありがとうございました。 

 

  坪内主任   それでは、ただいまから議題の審議に入りますが、双海町の矢野
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委員から所用で欠席する旨、あらかじめご連絡をいただいておりま

すので、ご報告いたします。 

 会議の開催につきましては、規約第１０条第１項の規定によりま

して、委員の半数以上の出席が必要となっております。本日は委員

総数２１人に対し２０人の参加であり、半数以上の委員にご出席を

いただいておりますので、本日の会議は成立しておりますことをご

報告申し上げます。また、報道関係者から撮影の申し出がありまし

たので、許可しておりますことをあわせてご報告申し上げます。 

なお、規約第１０条第２項に、会長が会議の議長となると規定を

いたしておりますので、会長に議長をお願いいたします。 

 委員の皆様にお願いがございます。ご発言の際に挙手をいただき

ましたら、事務局職員がマイクをお持ちいたしますので、それをご

使用いただきますようお願い申し上げます。 

 それでは、議題の進行を中村会長にお願いいたします。 

 

  中村議長   規約に基づきまして議長を務めさせていただきますので、よろし

くお願いを申し上げます。 

 議事に入る前に、会議運営規程に基づきまして、本日の会議録署

名委員さんを指名させていただきます。 

 本日は、伊予市の西岡委員さん、中山町の上岡委員さんにご署名

をお願いしたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 また、前回の協議会におきまして事務局から報告がございますの

で、よろしくお願い申し上げたいと思います。 

 

  北岡主査   第８回の協議会でご説明しました協議第２９号地方税の取扱いに
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ついての前納報奨金のご説明の中で、納税義務者の割合や実績件数

等のご質疑がございました点につきまして補足の説明をさせていた

だきます。 

 当日資料となりますけれども、第８回協議会質疑報告をお開きい

ただいたらと思います。 

 まず、１番、住民税の納税義務者の割合についてご説明をいたし

ます。 

 伊予市におきましては、前納報奨金が交付される普通徴収より、

給料から天引きされ前納報奨金が交付されない特別徴収の納税義務

者の方が多くなっております。人数が、普通徴収５，５７７人に対

しまして、特別徴収６，２９５人、割合にしますと４７％と５３％

となっております。金額に関しましては３９．２％と６０．８％と

大きな開きがございます。 

 双海町におきましては、いまだ普通徴収の人数が多いのですけれ

ども、金額にしては人数の割合から差を縮めております。 

 中山町については、前納報奨金がないため記載をしておりませ

ん。 

 続いて、２番の平成１６年度の前納報奨金の交付額についてご説

明をいたします。 

 伊予市は６，５７６人に対し、１，０５３万８，１５０円の交付

額、双海町は４６８人に対し、交付額８１万１，５６０円、合計し

て１，１３４万９，７１０円の交付額となります。 

 以上、公平性の面、財源の面から前納報奨金を廃止としておりま

す。 

 以上で報告を終わります。 
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  中村議長   この件、ご質問の中でご答弁ができてなかった件をご報告させて

もらいましたが、この件についてはもうご質問ございませんか。 

 それでは、議題の審議に入らせていただきます。 

協議第３６号特別職の職員の身分の取扱いについてを議題といた

します。 

事務局に説明を求めます。 

 

  西岡主任   それでは第９回合併協議会会議資料をご用意いただきたいと思い

ます。 

それでは１ページの方をご覧ください。 

協議第３６号特別職の職員の身分の取扱いについて。 

特別職の職員の身分の取扱いについて、次のとおり確認を求め

る。 

調整案ですけれども、特別職の職員については、その設置、人

数、任期、報酬等について、法令の定めるところに従い、次のとお

り調整する。 

１、市長、助役、収入役及び教育長の設置等については、法令の

定めるところによる。給料の額は、伊予市の額及び同規模の自治体

の例をもとに調整する。 

２、議会議員及び農業委員会委員の報酬の額については、伊予市

の額及び同規模の自治体の例をもとに調整する。 

３、教育委員会委員、選挙管理委員会委員、公平委員会委員、監

査委員及び固定資産評価審査委員会委員の任期については、法令の

定めるところによることとし、定数及び報酬については、次のとお
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り調整する。 

（１）教育委員会委員、選挙管理委員会委員及び公平委員会委員

の定数については、法令の定めるところによる。 

（２）監査委員の定数は、識見を有する者及び議会選出の委員の

２人とする。なお、識見を有する委員は、非常勤とする。 

（３）固定資産評価審査委員会委員の定数は９人とし、３市町の

区域からそれぞれ３人選任する。 

（４）各委員の報酬の額は、伊予市の額及び同規模の自治体の例

をもとに調整する。 

２ページの方ですけれども、４といたしまして、その他の条例等

で定める特別職の職員については、新市において引き続き設置する

必要があるものは、原則として設置する。なお、設置に当たって

は、より効果的、効率的な体制を検討するものとする。委員数、任

期、報酬の額等は、現行の制度をもとに調整する。 

以上が特別職の職員の身分の取扱いについての調整案でございま

す。 

特別職の職員の身分については、基本的に法令に基づき取り扱う

こととしております。 

なお、調整案の２にあります議会議員及び農業委員会委員につい

ては、合併特例法に規定されている協議事項として既にご協議をい

ただき、定数、任期等の取扱いについてご確認をいただいておりま

すので、ここでは報酬額の調整案についてご協議いただくこととし

ております。 

また、調整案の３にございます法令に設置が義務づけられている

行政委員会につきましては、法令で定数等が特定されていない監査
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委員及び固定資産評価審査委員会委員について定数等をご協議いた

だくため、調整案として提案させていただいております。 

それでは３ページから６ページに協議第３６号資料１といたしま

して、合併に伴う各特別職の職員の身分について法令に基づきます

取扱いの資料を掲載しておりますので、ご覧ください。 

新設合併する市町村においては、市町村長、助役、収入役、教育

長、各種委員会委員、審議会委員等の特別職は法律で特例が定めら

れているもの以外は、すべてその身分を失い、新市において法律、

条例等の定めるところにより、新たに選任、選挙する必要がありま

す。 

以下、それぞれの特別職の取扱いについて記載をしております。 

まず、１、市長・町長については、合併の日の前日に失職するこ

とになります。市町村の設置による長の選挙については、公職選挙

法第３３条第３項により、新しい市町村の設置の日から起算して５

０日以内に行うこととなっております。 

そこで、長が選挙されるまでの間は、長の不在状態を防ぐため、

合併関係市町村の長である者またはあった者の中から、その協議に

より定められたものが合併市町村長の職務を行うこととする調整措

置が設けられております。この場合、「長であった者」とは、地方

自治法第１５２条の規定による合併関係市町村の長の職務代理者等

である者または職務代理者等であった者を含むとされていますの

で、合併関係市町村の廃止の際に職務代理者であった場合に限り助

役等についても職務執行者になることが可能となっております。 

したがいまして、長であったものとは、５行目の括弧書きのとこ

ろにありますように、かつて合併関係市町村の長であった者、つま



 

 

  発言者               議題・発言内容 

-  - 9

り元市長、元町長ではなく、合併市町村の設置のために廃止された

合併関係市町村の長であった者、つまり首長の職務代理者等のこと

を指すものですので、誤解のないようにしていただきたいと思いま

す。 

この合併関係市町村の長の職務執行者を選任するための協議は、

合併の期日までに行い、協議書を作成していくことが適当とされて

おりまして、この選任するための協議は地方自治法施行令第１条の

２の規定に基づきまして、ただいまご説明しました３市町の長また

は長であった者により協議し、選任することとなっております。 

また、合併市町村の長の職務執行者は地方公共団体の公務員であ

るため、公職選挙法第８９条第１項の規定により現職のまま市町村

長の設置選挙に立候補することができませんので、立候補する場合

は辞職するか、辞職せずして立候補した場合は立候補と同時に失職

することとなります。 

なお、職務執行者が立候補等により辞職する場合は、地方自治法

第１５２条に基づく長の職務代理者を指定し、その職務代理者に対

して辞職届を提出することとなっております。 

続いて、２の助役、収入役についてですが、助役、収入役も、新

設合併の場合、合併の日の前日に失職することとなります。行政実

例を見ますと、長の職務代理者が助役や収入役を選任することがで

きないとなっておりまして、職務執行者も同様に助役や収入役を選

任することができませんので、新しい市町村長が選挙されてから議

会の同意を得て、助役や収入役を選任することになります。 

しかし、収入役については、地方自治法第１７０条第３項、第５

項、第６項において、収入役が欠けたときは必ずその職務を代理す
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る者を置くこととなっておりますので、新設合併の場合には、正式

に収入役が選任されるまでの間は、収入役職務代理者が収入役の職

務を行うことになります。具体的には、合併の日に市長の職務執行

者が会計担当課長等を収入役職務代理者に指定する必要がありま

す。 

なお、収入役制度の改正により人口１０万人未満の市について

は、条例で収入役を置かず、市長または助役に兼掌させることがで

きることとなっております。 

人口１０万人未満（想定）としておりますのは、この改正法はこ

としの５月１９日に成立し、５月２６日に公布をされているのです

が、施行日が公布の日から起算して６カ月を超えない範囲内におい

て政令で定める日となっておりまして、まだ６カ月を超えておりま

せんので、施行日とともに条文において政令に委任しております人

口規模についてもまだ定められておりません。 

よって、総務省の改正要綱において、人口１０万人未満の市を想

定とされていることから、現時点では想定とさせていただいており

ます。 

次に、３、教育長についてですが、教育長は行政実例によります

と、一般職に属する地方公務員とされておりますが、地方教育行政

の組織及び運営に関する法律第４条第１項及び第１６条第２項の規

定により議会の同意を得て任命される特別職である教育委員会委員

の身分をあわせ持つことから、市町村の合併の特例に関する法律第

９条の一般職の職員の身分保障規定の適用はないものと考えられて

おり、合併の日の前日に失職することとなります。先進事例でも特

別職と同様の取扱いをしております。 
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なお、新設合併の場合の最初の教育長は、教育委員会の委員が議

会の同意を得て任命されるまでの間、地方教育行政の組織及び運営

に関する法律施行例第１８条第１項及び第１９条の規定に基づき、

合併市町村の長の職務執行者によって臨時に選任された教育委員会

委員の互選によって決められることとなります。 

次に、４の議会議員については、合併特例法第６条、第７条にお

いて、議員の定数及び在任に関する特例が定められており、当協議

会で協議した結果、合併特例法に規定する在任特例は適用しないこ

とが確認されたため、公職選挙法第３３条第３項により、市長と同

様に５０日以内に選挙が行われることになります。 

次に５番目の行政委員会の委員についてですが、地方自治法第１

８０条の５の規定により、市町村の執行機関として法律で設置を義

務づけられている委員会及び委員としては、教育委員会、選挙管理

委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会、公平委

員会があります。これらの委員は、特別職の職員であり、新設合併

によりその身分を失います。このため、合併後、新たに選任または

選挙されることとなりますが、職務の継続性が求められることなど

から、新設合併の場合は、教育委員会の最初の委員、また議会にお

いて選挙されるまでの間の選挙管理委員会の委員、農業委員会の委

員、固定資産評価審査委員会の委員に限っては、新しい市町村長の

就任を待たずに合併時に一定期間その職務を行うことになります。 

まず（１）の教育委員会の委員ですけれども、教育委員会の最初

の委員については、地方教育行政の組織及び運営に関する法律施行

令第１８条以下に特例規定が設けられており、合併市町村の長の職

務執行者が、合併の日の前日に合併関係市町村、つまり３市町の教
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育委員会の委員であった者の中から、合併市町村の教育委員会の委

員を臨時に選任することとなっております。 

よって、教育委員会の委員につきましては、３市町それぞれの教

育長もあわせました５人の教育委員会の委員、合計１５人の委員か

ら職務執行者が選任することになります。 

また、任期につきましては５ページ５行目の真ん中どころにある

のですけれども、「また」以降ですが、臨時に選任された委員の任

期は、合併市町村設置後、長の最初の選挙後最初に招集される議会

の会期の末日までとなっております。 

教育委員会の委員数につきましては、地方教育行政の組織及び運

営に関する法律第３条により５人とされておりまして、任期につい

ては、同法第４条により４年とされております。 

続いて（２）選挙管理委員会の委員についてですが、議会におい

て選挙されるまでの間の選挙管理委員会の委員は、地方自治法施行

令第４条の規定に基づき、合併関係市町村の選挙管理委員会委員で

あった者の互選により定められます。選挙管理委員会の定数は、地

方自治法第１８１条の規定により４人の委員をもって組織すること

とされておりますので、暫定の選挙管理委員会にあっても４人を互

選することとなります。これらの者が、正式に議会で委員が選挙さ

れるまでの間、臨時に選挙管理委員会委員の職務を行うこととなり

ます。 

したがいまして、暫定の選挙管理委員会の委員につきましては、

３市町それぞれ４人の委員、合計１２人の委員によりまして、互選

により暫定選挙管理委員会の委員を決定することになります。 

なお、暫定選挙管理委員会の委員の任期につきましては、合併市
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町村設置後、長の最初の選挙後、最初に招集される議会において選

挙されるまでの間となっております。選挙管理委員会の委員数につ

いては、地方自治法第１８１条第２項により４人とされており、任

期については同法１８３条により４年とされております。 

次に（３）農業委員会の委員につきましては、委員のうち、選挙

による委員については、合併特例法第８条において、任期等に関す

る特例が定められておりますので、当協議会で協議した結果、合併

特例法に規定する在任特例を適用し、３市町の選挙による委員３７

人が平成１７年７月１９日まで在任することとなっておりますの

で、引き続き職務を行うことになります。なお、在任期間後の選挙

による委員については、平成１７年７月１９日の在任期限までに公

職選挙法に基づき選挙することとなります。 

続いて（４）固定資産評価審査委員会の委員については、地方税

法第４２３条第８項の規定により、合併市町村の長が選挙されるま

での間は、合併市町村の長の職務執行者によって合併関係市町村の

固定資産評価審査委員会の委員であった者の中から選任された者

が、その職務を行うこととなります。 

また、同条第９項の規定により、合併市町村の長が選挙された後

において合併市町村の設置後、最初に招集される議会の同意を得て

固定資産評価審査委員会の委員が選任されるまでの間は、合併市町

村の長によって合併関係市町村の固定資産評価審査委員会の委員で

あった者の中から選任された者が、その職務を行うこととなりま

す。 

固定資産評価審査委員会の委員につきましては、教育委員会の委

員、選挙管理委員会委員の委員とは少し異なりまして、新市長が就
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任後、再度旧市町の委員から委員を選任することとなります。 

なお、新市長が選任した委員の任期については、初議会において

同意を得て、固定資産評価審査委員会の委員が選任されるまでとな

っております。 

固定資産評価審査委員会の委員数につきましては、地方税法第４

２３条第２項に３人以上とされており、任期については同条第６項

により３年とされております。このように地方税法により固定資産

評価審査委員会の委員数については３人以上とされておりますの

で、委員数を決定しておくため調整案として提案させていただいて

おります。 

調整案につきましては、税務分科会、住民部会の協議を経て提案

しているものでございまして、調整案の３の（３）において、委員

の定数は９人とし、３市町の区域からそれぞれ３人選任するといた

しております。 

その理由についてですが、固定資産評価審査委員会につきまして

は、固定資産税の納税者から不服審査の申し出があった場合、固定

資産評価審査委員会の委員の中から３人をもって組織する審査会を

設け、審査を行います。なお、審査の申し出があった場合は、規定

により、その申し出を受けた日から３０日以内に審査を決定しなけ

ればならないとされております。 

現在、固定資産の宅地評価の方法については、伊予市の評価方法

と中山町、双海町の評価方法が異なっておりまして、現在、３市町

がそれぞれ評価を行っておりますけれども、新市では評価方法を統

一し、現在の評価額についても調整をしなくてはなりません。それ

に伴いまして、評価額等に対する多くの申し出があった場合に、そ
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れに対応できるよう各市町それぞれの地域の現状に詳しい現委員の

３人を選任し、合計９人により万全の体制を整えておきたいという

ことでございます。 

次に（５）の監査委員・公平委員会の委員についてですが、監査

委員については、特別選任手続の規定はありません。また、監査委

員の選任行為は性質上代理になじまないので、合併市町村の長の職

務執行者は監査委員を選任することができません。地方自治法第１

９７条に監査委員は任期後に「後任者が選任されるまでの間は、任

期後の監査委員がその職務を行うことを妨げない」という規定があ

りますが、市町村の設置があった場合には行政実例により同条の適

用はないものとされていますので、新しい市町村長の就任を待って

監査委員が選任されるまでの間は、監査委員が置かれていない状態

となります。 

また、公平委員会の委員についても、同様の状態になると考えら

れています。 

監査委員の数については、地方自治法第１９５条第２項及び同法

施行令第１４０条の２において、人口２５万人以上の市は４人、そ

の他の市は３人、または２人とされております。 

なお、任期につきましては、地方自治法第１９７条により識見を

有する者は４年、議員のうちから選任される者は議員の任期とされ

ております。 

また、公平委員会の委員数につきましては、地方公務員法第９条

第１項により３人とされており、任期については同条第１０項によ

り４年とされております。 

ただいまご説明いたしましたとおり、監査委員についても委員数
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が地方自治法により３人または２人とされておりますので、委員数

を決定しておくため調整案として提案させていただいております。 

調整案につきましては、財政分科会、財務部会の協議を経て提案

しているものでありまして、調整案の３の（２）において監査委員

の定数は識見を有する者及び議会選出の委員の２人とする。 

なお、識見を有する委員は非常勤とするといたしております。 

監査委員の現状につきましては、３市町同様に識見を有する者１

人、議会選出の委員１人の２人でありまして、識見を有する者につ

いては非常勤としております。監査委員が実施する監査について

は、定期監査、臨時監査、随時監査、出納検査及び決算監査に区分

され、こうした監査については、３市町ともにほぼ同様の方法によ

り実施しておりますが、新市における事務量を考えましても、現在

の伊予市とほぼ変わらないものと考えられることから、現状どおり

定数については２人、識見を有する者の勤務形態につきましては非

常勤で対応することといたしております。 

最後に６、その他の条例等で定める特別職の職員についてです

が、審議会、委員会等の委員、その他の非常勤の特別職の職員につ

いては、合併に伴いその身分を失うこととなり、新市において必要

に応じ、新たに任命する必要があります。 

（１）といたしまして、法令等で設置が義務づけられている審議

会等については、引き続き新市において設置し、法令等の範囲内

で、実情に応じて弾力的な運用を行い、その合理的・効率的な運用

に努める必要があります。 

（２）ですけれども、法令等で設置が義務づけられていない審議

会・委員会等の附属機関の委員、その他の非常勤の特別職の職員に
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ついては、その設置の目的、３市町の設置状況、活動の実態等を踏

まえて見直しを行い、新市において設置する必要があるものは設置

する。その際、審議会等の統合、委員等の構成、委員等の数の削

減、その他運営の改善を図る必要があります。 

このその他の条例等で定める特別職については、合併時に設置し

ておかなければならないもの、合併後必要に応じて設置するもの、

また委員等の構成などについて、今後、人事分科会、総務部会にお

いて各担当部署と協議し、調整することといたしております。 

それでは７ページに、ただいまご説明をいたしました法令に基づ

く各特別職の職員の身分の取扱いのフロー図を掲載しておりますの

で、ご覧いただいたらと思います。 

図の左から合併の前日、新市の誕生、新市長の誕生、新市長が招

集する最初の議会と区分をいたしまして、新市発足と同時に主な特

別職がどのような取扱いになるか流れをお示ししております。 

まず首長、市長、町長ですけれども、新市誕生の日から５０日以

内に選挙を行い、新市長が選任されます。新市発足から新市長が誕

生するまでの間は原則として３市町の首長が協議いたしまして、３

市町の首長の中から定めたものが新市の長の職務執行者として新市

の職務を行います。 

次に助役についてですが、新市長の職務執行者が助役を選任する

ことができないことから、新市長が最初の議会において同意を得て

選任するまでは不在となります。 

次に収入役ですが、収入役についても助役と同様に新市長の職務

執行者が選任することができないことから不在となります。 

しかし、地方自治法において収入役が欠けたときは必ず職務を代
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理する者を置くとなっておりますので、正式に新市長が議会の同意

を得て、収入役を選任するまでの間は収入役職務代理者が収入役の

職務を行うことになります。 

教育長については、教育委員会の委員が最初の議会において同意

を得て任命されるまでの間、新市長の職務執行者によって臨時に選

任された教育委員会の委員の互選によって決められることとなりま

す。 

次に、教育委員会の最初の委員については、新市長の職務執行者

が合併の日の前日に３市町の教育委員会の委員であった者の中から

臨時に５人を選任することになります。臨時に選任された委員の任

期は、最初の議会の会期の末日までとなります。なお、正式な教育

委員会の委員については、新市長が議会の同意を得て任命すること

になります。 

次に、選挙管理委員会の委員についてですが、議会において選挙

されるまでの間の選挙管理委員会の委員は、３市町の選挙管理委員

会委員であった者により４人を互選し、暫定の選挙管理委員会を設

置します。 

正式に議会で委員が選挙されるまでの間、臨時に選挙管理委員会

委員の職務を行うこととなります。 

次に、固定資産評価審査委員会の委員については、新市長が誕生

するまでの間は、新市長の職務執行者が３市町の固定資産評価審査

委員会委員の中から暫定の固定資産評価審査委員会の委員を臨時に

９人選任します。 

新市長が誕生してから最初の議会までの間は、新市長が改めて３

市町の固定資産評価審査委員会の委員の中から暫定の固定資産評価
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審査委員会の委員を臨時に９人選任することになります。 

なお、新市長が選任された委員の任期については、最初の議会に

おいて委員が選任されるまでとなっております。 

次に、公平委員会の委員及び監査委員については、特別選任手続

の規定がないことから新市長が最初の議会において同意を得て選任

するまで不在となります。 

次に、農業委員会の委員につきましては、別途協議をし、ご確認

をいただきましたとおり、３市町の選挙による委員が平成１７年７

月１９日まで在任することになります。 

次に、議会議員につきましては、別途協議をし、ご確認をいただ

きましたように合併特例法に規定する特例は適用しないこととされ

ておりますので、新市誕生の日から起算して５０日以内に選挙が行

われることになります。 

なお、最初の議会において議員の互選により議長、副議長を選任

することになります。 

最後に審議会、委員会等の委員、その他の非常勤の特別職の職員

については、合併当初から設置しておく必要があるものは職務執行

者が設置条例等を先決し、合併後任命することとなります。そのほ

かの特別職については、新市において必要に応じ新たに条例を制定

し、任命することとなります。 

以上が調整案としてご提案をしております法令の定めるところに

よる各特別職の職員の取扱いでございます。 

次に、調整案に給料、報酬の額についてもご提案をしております

が、特別職の給料、報酬等の額につきましては、原則といたしまし

て市長が学識経験者等で構成されます特別職報酬等審議会に諮問を
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し、この審議会で審議された意見を市長が聞いた上で特別職の職員

の給与に関する条例等の議案として議会に提案をし、議会の議決を

得て決定されます。 

ただし、合併直後の特別職の報酬額につきましては、３市町の現

状等を踏まえ、今後調整しなければならないため、合併協議会にお

いて基本的な調整方針を確認する必要がありますので、ご提案をさ

せていただいております。 

それでは８ページから１０ページに協議第３６号資料２といたし

まして、平成１６年４月１日現在の３市町の各特別職の職員の給料

及び報酬額等の状況を掲載しております。 

まず８ページをご覧ください。 

最初の表に市長、町長、助役、収入役、教育長のそれぞれの任

期、給料月額を記載しております。 

続いて２つ目の表に議会議員の任期、議長、副議長、議員それぞ

れの報酬月額、定数、それから括弧書きで現員数を記載しておりま

す。 

次に３つ目の表には各行政委員会委員の定数、報酬額を記載して

おります。報酬額について、伊予市は月額、日額を基本に定めてお

りますが、中山町については年額、双海町については固定資産評価

審査委員会委員以外は年額で定めております。 

公平委員会については伊予市のみ設置をしておりまして、中山

町、双海町については愛媛県の人事委員会に事務を委託しておりま

す。 

この８ページに記載しております首長、助役、収入役、教育長の

４役、議会議員、また、各行政委員会の委員の報酬につきまして
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は、調整案では伊予市の額及び同規模の自治体の例をもとに調整す

るとしております。 

今後、この調整につきましては、人事分科会、総務部会において

新市の行財政規模、人口規模に応じた額にする必要があるため、伊

予市の額をもとに同規模の自治体の状況を参考にして原案を作成

し、各市町の首長、または３市町の議会の総務委員会等においてご

協議をいただいた上で決定していきたいと考えております。 

それでは９ページをご覧ください。 

９ページから１０ページにその他の条例等で定める特別職といた

しまして、審議会、委員会等の委員、その他の非常勤の特別職の職

員を法令に根拠を有するもの、また条例等に根拠を有するものに分

けまして、３市町それぞれ定数、報酬額を掲載しております。 

条例等に根拠を有するものにつきましては、３市町において約４

１種類の審議会、協議会などが設置されておりますが、参考として

主なもののみ掲載をしております。 

この表の中ですけれども、ちょっとご説明をしておきたいのが、

横のハイフンが入ってございますけれども、これにつきましては、

この委員会は設置しておりますけれども、報酬は支給していないも

の、そういうものはハイフンを報酬額の方に入れております。 

それから欄に斜線が入っておりますのは、委員会を設置していな

いところについては欄を斜線としております。 

それから、定数のところで「内」という文字がございますのは、

定数がその何名以内として規定されている場合、内という文字を記

載しております。 

それから社会教育委員、公民館運営審議会委員のところで中山
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町、双海町が一緒になってございますけれども、これは兼任をして

いるということで、２つのますを１つにさせていただいておりま

す。 

伊予市、それから中山町、双海町を比べましても、やはりそれぞ

れの額を設定されておりまして、相違があるようになっておりま

す。 

このその他の条例等で定める特別職の報酬の額につきましては、

現在それぞれの委員会、審議会等を担当します分科会、専門部会に

おいて事務事業の一元化とともに報酬額の案を調整しております。

今後につきましては、人事分科会、それから総務部会において責任

の度合いや職務の困難度等を考慮するとともに、全体の均衡を図り

ながら調整することとしております。 

１１ページから１７ページには関係する主な法令といたしまし

て、特別職の取扱いの根拠法令であります地方自治法、地方自治法

施行令、公職選挙法、地方教育行政の組織及び運営に関する法律及

び同法施行令、地方税法、地方公務員法を抜粋して掲載しておりま

す。 

なお、１８ページから１９ページには関係いたします行政実例

を、２０ページから２１ページには県内の先進地の事例を掲載して

おりますので、参考にしていただいたらと思います。 

以上で説明を終わります。 

よろしくご協議をお願いいたします。 

 

中村議長   ただいま事務局から説明がございました特別職の職員の身分の

取扱いについてご質問、ご意見等を伺いたいと思います。 
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西岡委員さん。 

 

西岡委員   西岡です。８ページの給料及び報酬等の状況の説明がありました

が、いわゆるこれ特別職の報酬ですけれども、市長とか助役、収入

役、教育長、議長、副議長、議員、この方々にはボーナスがあると

思うんですよ。ここには月のいわゆる給料の関係を書かれておりま

すが、ボーナスもほとんど民間の企業と違って定期的な形で決まっ

たような金額が出ておるんじゃないかと、そう思います。 

したがって、ほかの行政委員さんあたりは大体こういうような金

額であろうかと思いますが、さっき申し上げました方々について

は、付属事項として、そういうふうな期末勤勉手当等々も計上する

というのが皆さんの判断の一つになるのではなかろうかと、このよ

うに思いましてご提案を申し上げました。 

 

西岡主任   ただいまのご質問、議会議員等には期末手当等もあるのではない

かというようなことだったかと思いますけれども、確かに議会議員

につきましては、今現状でいいますと、各市町それぞれ期末手当の

方を支給しておりまして、支給率につきましては、給与月額、１．

１５、加算率ですけれども、掛けまして、年間で３．３を掛けた数

字が今の議会議員、また特別職、４役になりますけれども、それら

の期末手当となってございます。 

ちなみに市長でいいますと、期末手当につきましては、年間で現

状、伊予市の額でいいますと３３８万円程度の額が期末手当として

支給されてございます。 

なお、これらの期末手当、それからそれ以外の手当につきまして
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も、今後合併までには報酬の額と同様に調整をいたしまして決定は

していくようにしてございます。 

以上です。 

 

中村議長   西岡委員さん、了解ですか。 

 

西岡委員   はい。 

 

中村議長   ほかにございませんか。 

 ご意見もないようでございますので、ここでお諮りをいたしま

す。 

 協議第３６号特別職の職員の身分の取扱いにつきましては、原案

のとおり確認するということでご異議ございませんか。 

 

（「異議なし」の声あり） 

 

中村議長   ご異議がないようでございますので、協議第３６号につきまして

は、原案のとおり確認をさせていただきます。 

 次に、協議第３７号使用料、手数料等の取扱いについてを議題と

いたします。 

 事務局に説明を求めます。 

 

  大森主任   会議資料２２ページをお願いいたします。 

 協議第３７号、使用料、手数料等の取扱いについてご説明いたし

ます。 
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 この件につきましては、分科会、専門部会及び幹事会で協議、調

整されたものを提案するものです。 

 使用料、手数料等の取扱いについて、次のとおり確認を求める。 

 記以降でございますが、１、使用料、手数料については、合併時

に統一するよう努めるものとする。 

２、統一が困難なものについては、当分の間現行どおりとし、新

市において調整に努める。 

２３ページをお願いいたします。 

使用料、手数料等の取扱いについて、簡単に説明させていただき

ます。 

まず使用料とは、地方自治法第２２５条に基づき行政財産や公の

施設の使用、利用の対価として、使用者から徴収する料金のことで

す。また、地方自治法第２２８条第１項により、使用料に関する事

項は条例で定めなければならないとなっています。 

公民館や文化施設、体育施設の使用料、水道料金等が、こういっ

たものになります。 

また、手数料とは、地方自治法第２２７条に基づき、地方公共団

体が行う事務のうち、特定の者のために行うものについて、その費

用を償うため、または報償として徴収する料金のことです。徴収し

た料金は、その地方公共団体の収入となります。 

また、使用料と同様に地方自治法第２２８条第１項により、地方

公共団体の事務につき手数料に関する事項は、条例で定めなければ

ならないことになっています。 

戸籍や住民票を交付する場合の手数料などが、こういったものに

なります。 
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合併関係市町内で同一目的の施設の使用料や同一種類の事務の手

数料が異なっている場合は、その取扱いについて協議します。これ

らの協議・調整は、住民間の負担の公平を確保し、住民に不利益に

ならないことを基本として行われる必要があります。 

なお、２３ページ、２４ページには関係します主な法令の抜粋、

それから県内の先進地事例を掲載しております。参考にしていただ

いたらと思います。 

それでは協議会附属資料の方をお願いいたします。 

協議会附属資料１ページをお願いいたします。この資料について

は、使用料、手数料について一覧にしております。 

使用料につきましては、１ページから４８ページに掲載されてお

ります。同様の使用料で３市町横並びにできる、比較できる使用料

が１ページから４ページに掲載されています。 

まず１ページをお願いいたします。 

上から協議項目、そして２つの調整方針が記載されています。下

の一覧を見ますと、左から使用料の種類の大別、事務事業名、項

目、３市町の現況、それから右端に具体的な調整内容となっており

ます。 

それから３市町それぞれに独自のもので、横並びにするのが難し

い使用料につきましては、５ページから４８ページに掲載されてお

ります。 

まず、５ページから３６ページには施設等の使用料等が掲載され

ております。そして３７ページから３９ページにつきましては法定

外公共物の使用料、それから４０ページから４４ページまでにつき

ましては道路の占用料、４５ページから４８ページまでにつきまし
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ては河川流水占用料となっております。 

まことに申しわけございません、５ページに返っていただきまし

て、上段部の協議項目調整方針は１ページから４ページと同様であ

りますが、下段につきましては左端が施設等の使用料等となってお

りますし、使用する対象の大別となっております。そして３市町の

現況をそれぞれの様式で記載しており、右端に具体的な調整内容を

記入しております。 

それから手数料なんですが、こちらは４９ページから５７ページ

となっております。まずこれも使用料と同様に３市町横並びにでき

る、比較ができる手数料が４９ページから５３ページに記載されて

おります。 

４９ページをお願いいたします。ここも使用料と同様に上から協

議項目、そして２つの調整方針が記載されています。下の一覧を見

ますと、左から手数料の種類の大別、事務事業名、項目、３市町の

現況、そして具体的な調整内容となっております。 

そして、５５ページから５７ページにつきましては、屋外広告物

許可手数料でございます。これは伊予市のみ条例がありますので、

このような記載方法としております。 

大変簡単ですが、以上で説明を終わります。 

協議のほどよろしくお願いいたします。 

 

  中村議長   使用料、手数料等の取扱いについて、事務局の説明が終わりまし

た。 

この件について、皆さん方のご質問、ご意見を承りたいと思いま

す。 
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別段ないようでございますので、それではお諮りをいたします。 

 協議第３７号使用料、手数料等の取扱いについては、原案のとお

り確認するということでご異議ございませんか。 

 

（「異議なし」の声あり） 

 

中村議長   ご異議がないようでございますので、協議第３７号につきまして

は、原案のとおり確認させていただきます。 

 次に、協議第３８号行政連絡機構の取扱いについてを議題といた

します。 

 事務局に説明を求めます。 

 

  久保次長   続きまして、会議資料２５ページをお開きください。 

 協議第３８号行政連絡機構の取扱いについてご説明させていただ

きます。 

 この件につきましても、分科会、専門部会及び幹事会で協議、調

整されたものを提案するものでございます。 

 行政連絡機構の取扱いについて、次のとおり確認を求める。 

 記以降でございますが、行政連絡機構（広報区及び自治会）の組

織及び区域等については、現行のとおり新市に引き継ぎ、合併後速

やかに住民の理解を得て、伊予市の例により調整する。 

次ページをご覧ください。 

協議第３８号資料でございますが、市町村の行政連絡機構は地域

コミュニティの歴史に根ざしており、地域住民の生活に果たす役割

は非常に重要なものがあります。３市町における行政連絡機構の状
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況を把握し、合併後において不均衡等が生じないよう調整を図る必

要があるという基本的な事項を掲載しております。 

抜粋でございますが、関係法令、次に先進地事例を掲載しており

ますので、ご参考にしてください。 

続きまして、附属資料について簡単にご説明させていただきま

す。 

先ほどの分厚い資料なんですが、附属資料の５８ページをお開き

ください。 

行政連絡機構の３市町の現況でございますが、名称につきまして

は、伊予市では伊予市広報区長連絡協議会、中山町では中山町区長

会、双海町では双海町区長会ということで名称の差異はございます

が、３市町とも連絡協調並びに自治行政の振興発展に寄与する等の

目的でそれぞれ活動されております。 

構成につきましては、伊予市では広報区長３４人、中山町では区

長４７人、双海町では区長３４人の構成からなっており、３市町と

も役員を置いております。 

５９ページから６１ページに広報区別世帯人口調べを掲載してお

りますが、世帯数及び人口につきましては、１６年３月末現在の住

民基本台帳をもとに作成しております。 

まず伊予市は５９ページ、６０ページと関係しますが、１７２地

区ございまして３４の広報区の構成となっておりますように、数地

区を代表しまして広報区長を置き、地区に広報委員を設置しており

ます。数地区合計の世帯数で見ると、８４世帯から、多いところで

は１，０２０世帯の構成からなっております。 

６０ページでは中山町、双海町を掲載しております。 
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中山町では４７地区ございまして、地区代表が区長になっており

ます。世帯数で見ますと、４世帯で１区長から９８世帯を代表する

区長まで存在しております。 

双海町では３４地区ございまして、中山町と同じように地区代表

が区長になっております。世帯数で見ると３世帯１区長から２９９

世帯を代表する区長まで存在をしております。 

ですから、伊予市では複数の地区で代表者１名、中山町、双海町

では１地区１名の代表者となっておりますのが現状でございます。

このように差異がありますことから、このまま存続することは行政

として一体性に欠けることとなりますので、再編をする必要がある

ということでございます。 

といいましても、それぞれの市町の事情によって独自の形態があ

ります。運営の方法も多種多様でございます。また、地域コミュニ

ティの歴史に根ざしており、地域住民の生活に果たす役割は重要な

ものがあります。 

こういうようなこと等を考えますと、合併時までに調整するのは

時間的に難しいものがございますので、具体的な調整内容としまし

て、合併時は１市２町の現行制度を引き継ぎ、合併後速やかに住民

の理解を得て再編を図るといたしております。 

以上で説明を終わります。 

ご審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

  中村議長   あのような説明でございます。ご意見を受けたいと思います。 

岡田委員。 
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岡田（博）委員  伊予市の方はこの区割りが現行どおりということで、中山、双海

ですが、その速やかにという文言ですが、どれぐらいの期間を考え

ておいででしょうか。 

 

  中村議長   事務局、どうぞ。 

 

  久保次長   この速やかにと申しますか、先ほど説明をいたしましたように難

しいところがございます。ですから、何年先とか、そういったこと

は申し上げることはできませんが、できるだけ早く調整をしていき

たいというふうに思っております。 

以上です。 

 

  中村議長   年限を切ることがベターかどうかということもありまして、今の

ところは、そういう玉虫色の表現ですが、それでも期日を入れるべ

きか。１年以内とかいうような言葉が言えるかどうかも含め、ご意

見を賜りたいです。 

岡田委員、何かご意見がございますか。 

 

岡田（博）委員  約２年ぐらいかなという意見は持っておりますが、共生して住

民の方に自発的に出てくるのが一番理想と思っておりますし、そこ

らあたりも考えますと、そうした伊予市さんは現行どおりできてい

るということもあわすと約２年ぐらいかなと私としては思っており

ますが、皆さんの意見、どういうことを思っているかちょっとお聞

きしたいと思います。 
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  中村議長   事務局、何かございますか。 

 

  和田局長   この協議題は行政連絡機構ということで、行政と、それから区

長さんということで、行政が委嘱をしているのは自治会といいます

か、広報区といいますか、自治会というふうに呼ばさせていただき

ますけれども、そういう自治会の代表者の方を区長に委嘱をして、

行政との連携を図っていこうという、そういう組織でございます。 

現実には区長さんの後ろに地域を構成している住民の方がおいで

るわけでございまして、行政としては当然そういう方を意識して、

区長さんを通じて住民の方との連携を図って、行政を円滑にやって

いこうと、そういうことが目的でございます。 

現実にはそういうふうに住民の方との連携をどう図るかというこ

とでありますけども、制度的には直接自治会に行政がタッチすると

いうことができませんので、代表の区長さんを委嘱しているという

ことであります。 

この合併の一つの理念といたしまして、地域の自治をどうするか

という、新しい住民の方と行政との関係を見直していこうというの

が一つの合併の基本理念でございまして、そういう意味で地域自治

制度というようなものも見直していこうということがあります。 

ですから、代表の区長さん、行政連絡機構としてどういう委嘱を

していくかということとあわせて、地域のそういう自治制度という

ことも関係がしてくると思いますので、そういう意味では地域の自

治制度とあわせて検討する必要もあるかと思います。 

当面、この行政の連絡機構としては空白期間を置くことができま

せんので、その間は現状を引き継いでいくということで、地域の自
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治制度というのは行政組織機構とも関係があります。行政組織機構

については、やはり５年くらいをかけて段階的に整備していこうと

いうことが既に協議をされておりますので、それとあわせて岡田委

員がおっしゃるように２年というのは最初の区切りになるかと思い

ます。 

それで十分なものができるかというのはわかりませんけども、行

政の機構として、やはり定着してくるのは５年ぐらいかかるのかな

というふうには考えております。 

以上です。 

 

  中村議長   いわゆる合併の当初の理念とも関連がございますので、十分そこ

らは新しい市の中で煮詰めていきたいということでおるわけです

が、ようございましょうか。 

亀井委員さん。 

 

  亀井委員   現行どおりということは、例えば定時総会、区長総会というんで

すか、これを開催した場合、中山からは４７人出るということなん

ですか。 

 

  久保次長   現行を引き継ぐということですから、そのようです。 

 

  亀井委員   先ほど数が出ていましたように、４件の区長がおりますので、当

然伊予市で開催されるわけですね。年５回ぐらいになるんですか。

それ全部出てこいというのも逆に難しい問題じゃないかとも思うん

ですが、そのあたりは検討の段階で何か出なかったんでしょうか。 
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総務部会 

井手窪副部会長  十分この問題については協議を煮詰めてはないわけなんですが、

私ども今考えている現在におきましては、やはり新しい新市ができ

た場合の等の区長会は、やはり新しい市長さんのもとでの区長会を

行いたいという気持ちがあると思いますので、そういう場合には伊

予市へ中山、双海の区長さんお集まりいただいた上での区長会とい

うことにはなると思いますが、全部が全部ということでない。やは

りそれぞれ中山、双海の行政については尊重しながら進むというこ

とが原則でございますので、共存共栄を図るということが原則でご

ざいますので、それぞれの中山なり双海の地方区での開催というこ

ともあり得ると思います。 

そういうことで、基本的には毎回、毎回伊予市でということには

つながらんのではないかなと私どもは今のところ考えております。 

 

  中村会長   はい、亀井委員、どうぞ。 

 

  亀井委員   ということは、その４７人全員が寄るということですか。それと

もそのあたりは各町で調整して代表が出るということなんですか。

何かちょっと一説には何人か代表で出るというような話も聞こえて

はきたんですが、説明なかったんで、どうなっているのかなと思う

んですが。 

 

総務部会 

井手窪副部会長  中山町では、資料をご覧になったらご理解いただけるとおり、区



 

 

  発言者               議題・発言内容 

-  - 35

長会という制度で役員をとってございますが、双海の場合はそうい

う制度がございませんし、やはり区長というのは構成団体が多い、

少ないは関係なく、それぞれの区長さんの権限をお持ちですので、

基本的には全員集合という形になると思います。 

 

  中村議長   毎回全員集合するほど必要があるのかというふうなことも含め

て。 

 

総務部会 

井手窪副部会長  そういうことで、基本的にはやはり新市のもとで、市長さんとい

うことで、総会等については全員集合という形にはなりますが、内

容によっては、それぞれ中山事務所、双海事務所での開催というこ

とは可能と思っております。それぞれの事務所においての区長会と

いうことで。 

 

  亀井委員   ということは、それぞれの事務所でということは、旧の中山町は

中山町で４７人で開催するということですか。 

 

総務部会 

井手窪副部会長  そのようなことになると思います。 

 

  亀井委員   そのあたりは全部分科会なりで議論された方法なんですか。 

 

総務部会 

井手窪副部会長  煮詰めてはございませんが、そのように部会長集まっていただい
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て、部会の相談の結果はそういうことで私どもは考えております。 

現実問題として、まだスタートしてございませんので、そこらあ

たりは知恵を絞って行いたいと思っております。 

 

  亀井委員   私の考えで速やかにというのは、１回目ぐらいは全員寄って、そ

こで全員は大変だけど、そこで調整して何人か代表出ておいでやと

いうふうな話があるのかなというふうに思って速やかにというよう

な部分で解決するのかな思ってたんですけど、２年間も４７人全部

出てこいというと、正直いいまして、中山町の区長さんは順番制の

区が多いですから、ちょっとこれは出るのがまず不可能じゃないか

なという気はします。 

ですから、ある程度絞り込むという形をどの時点でだれがやるか

というぐらいはルールを決めておかないと、入ってすぐ全員集まれ

と言っても、まず難しいんじゃないかなという。特に３月、４月に

改選がございますので、区長さんも。伊予市まで行くなら、もう対

応できないというふうなことでかなりもめごとにもなるような気も

するんですけど、そのあたりは具体的な調整の中で話は出なかった

ですか。 

 

総務部会 

井手窪副部会長  基本的には双海町においては８月１８日に区長会、また中山町に

ついては９月３日に区長会をもちまして、いわゆる自治区の組織編

成については、伊予市の例によって進めていくということはご理解

をいただいているわけですので、速やかにそういうを前提に区長さ

んと協議を進めるということでございますので、いわゆる２年まで
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区長会をそのままにしておくということではございません。速やか

にそういう方向でご理解いただければ、なるべく速い方向で進めて

いくということでご理解いただきたいと思います。 

 

  中村議長   ２年というのは、今岡田さんがおっしゃったんですよね。希望と

して２年ぐらいとおっしゃいましたが、事務局は４年とか５年とか

言っていましたよね。段階的には。 

 

  和田局長   ちょっと補足をしておきます。 

先ほど２年とか、また行政組織が段階的に整備されるのにあわせ

てといいますのは、この行政連絡機構と密接に関連をしております

地域自治組織と絡めてのご説明でございまして、この行政連絡機構

については１日も空白ができてはならないということで、調整がで

きるまでは現行のままと。調整ができ次第、そういう新しい制度に

移っていくということで、２年間のめどといいますのは、ひとつの

組織的の区切りとして地域の行政組織、それから住民と行政との関

係と、そういうようなものがひとつまとまるのがそういう時期かな

ということでご説明申し上げました。 

この行政連絡機構について先ほども言いましたけども、２年間今

のまま引き継ぐという、そういう目標ではございません。 

それから、会議につきましてもそれぞれの市町におきまして、今

の現行の制度の中でもそれぞれ役割、役員が選任されておりまし

て、中山町であれば中山町の中で一つの組織が構成されておりま

す。ですから、３市町全域での協議に全区長さんが出席する必要が

ないものについては、そういう役員さんで会議をするとか、そうい
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う方法も活用できるかとは考えております。 

 

  中村議長   高橋委員。 

 

  高橋委員   先ほどの説明では区長会等である程度のご理解を得ているという

お話があったわけなんですけれども、今９月、あと本年度、まだ３

月まであるわけなんですけど、ある程度の理解ができるんであれ

ば、新市に移るまでに相当の協議をしていただいて、すっきりと新

市に移行した方がいいんじゃないかと思うんですが、今理解ある程

度できているんだったらですよ。２年だの、そういうことを言わず

に、やはり新市で出発するわけですから、それに向かってある程度

おそらく事務局も動いておられるんだろうと思いますので、種類は

違ってもそういうふうな案で動いておられるんでしたら、ある程度

新市に移行するときに、ある程度の形に持っていくという努力が必

要じゃないかと思いますが、いかがなものでございましょう。 

 

  和田局長   この協議の基本原則は今高橋委員が言われたようなことで進めた

いと考えております。ただ、行政連絡機構におきましては、行政と

区長さんとの関係だけではなくて、やはりその後ろには住民の方が

いて地域があると、そういうことで地域のあり方にかかわる問題で

あるので、これについては相当慎重にやりたいと。将来取り返しの

つかないようなことがないようにやる必要があるということで、こ

れについては例外的に合併後になってもやむを得ないと、そういう

調整方針でございます。 

合併までにしないとか、一定期間触らないとか、そういうことで
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はございません。できるだけ速やかに調整はしていきますけども、

合併までにどうしてもやらなければいけないからということで、後

で地域のコミュニティーに悪い影響があるような、そういうことが

あってはならないという、そういう意味でございますので、ご理解

をいただきたいと思います。 

 

  中村議長   はい、高橋委員どうぞ。 

 

  高橋委員   そしたら、一応今年度も事務局として一生懸命頑張ると。調整を

して、それである程度調整ができないものは、合併後もある程度調

整していくということが今言われたことですね。 

 

  和田局長   はい、そうです。 

 

  中村議長   ほかにございませんか。 

事務局として、速やかにという意味はそういう意味でございます

ので、特に地域でお世話になっている区長さん方のご理解がなけれ

ば統一できませんので、その辺よろしくお願いしたいと思います。 

ほかにございませんでしょうか。 

ないようでございましたら、お諮りをいたします。 

協議第３８号行政連絡機構の取扱いについては、原案のとおり確

認をするということでご異議ございませんか。 

 

（「異議なし」の声あり） 
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  中村議長   ご異議がないようでございますので、協議第３８号につきまして

は、原案のとおり確認をさせていただきます。 

それでは、次に協議第３９号各種事務事業（福祉関係）の取扱い

についてを議題といたします。 

事務局から説明を求めます。 

 

  坪内主事   協議第３９号各種事務事業（福祉関係）の取扱いについて。 

各種事務事業（福祉関係）の取扱いについて、次のとおり確認を

求める。 

記以下につきましては、各種事務事業（福祉関係）の取扱いにつ

いては、これまでの取り組みの経緯を踏まえ、次のとおり調整す

る。 

１、国又は県等の制度に基づいて実施している福祉関係事業につ

いては、現行のとおり新市においても実施する。 

２、３市町独自の福祉関係事業については、従来の実績等を尊重

しつつ、新市域全体の均衡を保つように調整する。 

続きまして、附属資料６２ページをお開きください。 

各種事務事業（福祉関係）の取扱いの附属資料につきましては、

附属資料６２ページから７６ページまでにつきましては、現在３市

町で行っております福祉事業を掲載しております。また、７７ペー

ジから９４ページにつきましては、主な事業につきましてのより詳

細な資料となっております。 

それでは最初に附属資料６２ページから７６ページについて説明

させていただきます。６２ページから７６ページにつきましては、

先にも述べましたとおり現在３市町で行っている福祉事業を掲載し
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ております。 

このうち国の制度に基づいて実施している事業につきましては、

６６ページをお開きください。 

６６ページの３４番、身体障害者援護措置、３５番、身体障害者

（児）短期入所等があります。県の制度に基づいて実施している事

業につきましては、同じく６６ページの３７番、心身障害者扶養共

済制度事務、３８番、知的障害者（児）日常生活用具給付等事業等

があります。 

６７ページをお開きください。 

４１番、有料道路割引証交付事務、４３番、ＮＨＫ受信料割引申

請事務につきましては、日本道路公団、日本放送協会、ＮＨＫにな

りますが――の制度に基づく定型事務となっております。 

以上のような事業が調整方針の１にあります国または県等の制度

に基づいて実施している福祉関係事業に該当する事業となります。 

調整方針２にあります３市町独自の福祉関係事業につきまして

は、ページを戻っていただきまして６２ページをお開きください。 

６２ページにあります、このあと事業について説明させていただ

きますが、１番、敬老事業、４番、長寿者褒章等があります。 

続きまして、附属資料の７７ページをお開きください。 

ここからは主な福祉関係の事業について説明させていただきま

す。 

附属資料７７ページ、敬老事業、７８ページ、長寿者褒章につき

ましては、今日の社会の礎を築き、長い人生を社会や家庭のために

尽くされてきた高齢者に敬愛と感謝の意を表し、あわせてご長寿を

お祝いするとともに、高齢者の生活を明るく、豊かなものにするた
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め、また、すべての人が高齢者福祉について関心と理解を深めるこ

とを目的として事業を実施しております。 

具体的な調整内容としまして、７７ページの敬老事業につきまし

ては、新市においても継続することとし、市内全域で同程度のサー

ビスが必要であるが、地域性を考慮し、各地域（大字、広報区、公

民館、校区）で敬老会を開催することとし、敬老会行事を開催する

地域に対して補助金を交付するとし、対象者につきましては満７５

歳以上、実施主体及び方法につきましては、実施主体は各地域（大

字、広報区、公民館、校区）単位とし、開催日は敬老の日を中心に

開催し、記念品につきましては米寿のみ祝状と記念品をお贈りする

となっております。 

７８ページをお開きください。 

長寿者褒章につきましては、満１００歳及び１０１歳以上の方を

対象にお祝い事業を継続し、祝状と記念品をお贈りします。実施時

期、実施方法につきましては、敬老週間を中心に対象者の意向を尊

重し、市長が訪問するとなっております。 

続きまして７９ページをご覧ください。 

配食サービスにつきましては、栄養バランスのとれた食事を配食

することにより、ひとり暮らしの高齢者等の自立と生活の質の確保

を図るとともに、安否確認を行うことを目的として事業を実施して

います。 

具体的な調整内容としまして、新市においても継続実施すること

とし、調理、配達、配食の区分等については委託先と十分協議し、

配食サービスが低下しないように努める。伊予市で実施しているふ

れあい型については、新市の社会福祉協議会事業として実施する。
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利用対象者につきましては、おおむね６５歳以上の独居高齢者、高

齢者世帯及びこれに準ずる世帯、心身障害者世帯、老衰・心身障

害・疾病のため調理が困難な世帯等となっており、利用者負担は１

食当たり４００円となっております。 

続きまして８０ページをお開きください。 

生きがい活動支援通所事業につきましては、在宅で閉じこもりが

ちな高齢者に対し、通所により各種のサービスを提供することによ

り、社会的孤立感の解消、自立生活の助長及び要介護状態への振興

を予防することを目的として事業を実施しております。 

具体的な調整内容としまして、対象者につきましては、利用対象

者の年齢はおおむね６５歳以上とする。サービスの内容につきまし

ては、生きがいデイサービスを実施し、ミニデイは廃止する。利用

者負担につきましては、介護保険によるサービスの利用負担と同額

にするのが望ましいと思われますので、１回１，０００円、施設収

入とするとなっております。 

続きまして８１ページをご覧ください。 

生活管理指導事業（生活支援ヘルパー派遣）につきましては、社

会適用が困難な高齢者に対して生活管理指導員を派遣し、日常生活

に対する指導、支援を行い、要介護状態への振興を予防することを

目的に事業を実施しています。 

具体的な調整内容としまして、対象者としましては、要介護認定

を受け、非該当（自立）となった方であって、日常生活を営むのに

支障がある方、ひとり暮らしの高齢者（おおむね６５歳以上）、高

齢者夫婦世帯となっております。利用者負担につきましては、介護

保険の訪問介護の生活援助単価（２，０８０円）を基本とし、所得
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税課税世帯の利用者負担につきましては２１０円、所得税非課税世

帯につきましては７０円、生活保護世帯につきましては０円となっ

ております。 

続きまして８２ページをお開きください。 

家族介護用品の支給につきましては、在宅で要介護状態となって

いる高齢者に対し、紙おむつ等の介護用品を支給すること等によ

り、本人及び介護している家族の精神的、経済的負担の軽減を図る

とともに、もって要介護高齢者の在宅生活の継続及び保健福祉の向

上に寄与することを目的として、伊予市、双海町で事業を実施して

います。 

具体的な調整内容としまして、利用対象者につきましては、要介

護度４及び５に相当する在宅の高齢者（４０歳以上６５歳未満のも

のであって、特定疾病に該当するものも含む）であって、市町村民

税非課税世帯に属するものを現に介護しているものとし、支給品目

につきましては、利用者等の必要品目を再度見直し、支給品目の充

実を図る。 

支給限度額につきましては、支給限度額の上限は月５，０００円

とする。支給方法につきましては、単価契約をした委託業者が現物

を利用者宅へ配達収納するとなっております。 

続きまして８３ページをご覧ください。 

寝たきり老人介護手当支給事業につきましては、在宅寝たきり老

人及び重度の痴呆性老人を抱える介護者に対し、介護手当を支給す

ることにより、その労をねぎらうとともに、積極的に支援を行い、

広く住民の高齢者に対する関心と理解を深め、高齢者福祉の向上を

図ることを目的に事業を実施しています。 
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具体的な調整内容としましては、伊予市の例により調整するとな

っております。 

続きまして８４ページをお開きください。 

障害者計画につきましては、近年、手話通訳やガイドヘルパー、

バリアフリーなどの言葉が一般的に使われるようになり、障害者へ

の理解と制度の整備が進みつつあります。その一方で、生活習慣病

などによる障害者の増加や障害者の高齢化、障害の重度化が進み、

地域や在宅での福祉サービスの需要はますます多様化しています。 

このような障害者を取り巻く社会情勢やさまざまな要望に対応す

るため、障害者のための施策に関する基本的な計画として障害者計

画を策定しています。 

具体的な調整内容としましては、新市において平成１８年度末ま

でに障害者計画を策定するとなっております。 

続きまして８５ページをご覧ください。 

重度心身障害者福祉タクシー事業につきましては、重度心身障害

者がタクシーを利用する場合に、予算の範囲内において、その料金

の一部を助成することにより、交通手段の確保とつき添いの介護に

伴う負担の軽減を図り、障害者の社会参加と在宅福祉の増進に寄与

することを目的として、伊予市のみ事業を実施しています。 

具体的な調整内容としまして、伊予市の例により新たな制度を創

設するとし、対象者につきましては、身体障害者手帳所持者１級及

び２級、療育手帳所持者Ａ、精神障害者保健福祉手帳所持者１～２

級、協力機関につきましては市内のタクシー会社、助成額につきま

しては小型基本料金（５５０円）を月２枚の年間２４枚とする。た

だし、腎臓機能障害１級については、人工透析を行っているため、
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年間４８枚とするとなっております。 

続きまして８６ページをお開きください。 

８６ページから８８ページにかけましては、保育所・保育園事業

につきまして記載をしております。 

保育所・保育園事業につきましては、保育を必要とする父母が安

心して預けることができ、そこで過ごす子供たちが心身ともに健や

かに育成されると同時に、地域社会の中で子育てに不安や悩みを持

つ人たちを支援し、必要な福祉サービスを総合的に提供することを

目的に事業を実施しています。 

具体的な調整内容としまして、現在設置している保育所、保育園

は当面現行どおり設置する。ただし、伊予市のあさひ保育所とふた

ば保育所については、新市において統合し、多機能保育所としての

整備を行う。保育時間につきましては、平日は８時３０分から１７

時３０分、土曜日は８時３０分から１２時３０分としております。 

８７ページをご覧ください。 

保育料につきましては、別添資料調整案のとおりとするとしまし

て、８８ページをお開きください。 

調整案につきましては、資料にありますように全体を９つに区分

をいたしまして、第１階層、生活保護法による被保護者世帯につき

ましては、３歳未満児ゼロ円、３歳以上児ゼロ円、第２階層、市町

村民税非課税世帯につきましては、３歳未満児９，０００円、３歳

以上児６，０００円、第３階層、市町村民税課税世帯につきまして

は、３歳未満児１万９，０００円、３歳以上児１万６，０００円、

第４階層、所得税６万４，０００円未満につきましては、３歳未満

児２万７，０００円、３歳以上児２万２，０００円、第５階層、所
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得税６万４，０００円以上１１万２，０００円未満につきまして

は、３歳未満児３万６，０００円、３歳以上児３万円、第５階層、

所得税１１万２，０００円以上１６万円未満につきましては、３歳

未満児４万円、３歳以上児３万３，０００円、第６階層、所得税１

６万円以上２８万４，０００円未満につきましては、３歳未満児４

万２，０００円、３歳以上児３万６，０００円、第６階層、所得税

２８万４，０００円以上４０万８，０００円未満につきましては、

３歳未満児５万４，０００円、３歳以上児３万８，０００円、第７

階層、所得税４０万８，０００円以上につきましては、３歳未満児

５万７０００円、３歳以上児４万円となっております。 

８７ページにお戻りください。 

延長保育につきましては、合併時に伊予市の例により調整する。

延長保育料につきましては、現行の月額２，５００円と別に１回当

たり２００円も設定するとなっております。 

続きまして８９ページをお開きください。 

放課後児童クラブにつきましては、保護者の労働等により放課

後、児童の養育が困難な家庭の児童を預かり、専任の指導員による

児童の生活指導、家庭学習、仲間づくり等を行い、心身ともに健全

な児童の育成を図ることを目的に事業を実施しています。 

具体的な調整内容としまして、基本的運営基準を定めるが、各市

町の実情に応じた運営とするとし、開館時間につきましては、平日

は１３時３０分から１７時３０分、長期休暇時につきましては、８

時３０分から１７時３０分、休館日につきましては、日曜、祝祭

日、年末年始、１２月２９日から１月３日、地方祭・お盆等地域実

情による休日。保護者負担金につきましては、伊予市については現
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行どおりとし、中山町、双海町につきましては月額２，０００円、

７月、８月につきましては３，５００円（保険代含む）となってお

ります。 

続きまして９０ページをお開きください。 

福祉巡回バス運行事業につきましては、高齢者、身体障害者等交

通弱者に対し、移動交通手段を提供し、地域の福祉の増進を図るこ

とを目的に伊予市のみ事業を実施しています。 

具体的な調整内容としまして、伊予市のみで運行されており、当

分の間、現状を維持することとする。高齢者や身体障害者等の公共

施設等への交通移動手段を確保する目的で実施されているものであ

り、合併に伴う行政区域の拡大にあわせ、市民の交通手段の確保も

重要な課題になると思われますので、広く市民が利用できるコミュ

ニティバスの導入等も視野に入れた総合的な検討をするとなってお

ります。 

続きまして９１ページをご覧ください。 

寝たきり老人及び重度心身障害者等おむつ支給事業につきまして

は、在宅の寝たきり老人及び重度心身障害者を抱える世帯に対して

紙おむつ等を支給することにより、介護負担の軽減を図ることを目

的に双海町のみ事業を実施しております。 

具体的な調整内容としましては、高齢者非課税世帯につきまして

は、先ほども述べましたが、家族介護用品の支給で、課税世帯につ

きましては、寝たきり老人介護手当支給事業で、重度心身障害者に

つきましては、福祉手当、障害児福祉手当、特別障害者手当等で対

応することとし、合併時に廃止するとなっております。 

続きまして９２ページをお開きください。 
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人権擁護委員活動につきましては、憲法で国民に保障されている

基本的人権を擁護し、自由人権思想の普及、高揚を図ることを目的

として活動を行っております。 

具体的な調整内容としましては、合併後は委員定数が現行３市町

合計の１０人から、人権擁護委員定数規定で規定されている４万１

人以上６万人以下の市町村の定数９人に減員となりますが、現行サ

ービスの確保を図るように調整するとなっております。 

続きまして９３ページをご覧ください。 

行路困窮者措置費法外援助（行旅人）につきましては、事情、生

活状況、経路を調査し、困窮している状況であると判断された場

合、または旅行中に病気なり救護者がいない場合や、死亡し、引取

者のいない場合には、市町がこれら縁故者にかわって援助措置を行

っています。 

具体的な調整内容としまして、行旅病人につきましては、窓口は

福祉事務所に置き、支給金額は福祉事務所所在地の最寄駅から松山

市、大洲市（隣の市）までの運賃実費を支給するとし、行旅死亡人

につきましては、納骨堂を早期に建築する。法外援助として一般財

源で対応するとなっております。 

続きまして９４ページをお開きください。 

シルバー人材センター事業につきましては、自ら能力を活かしな

がら、自分なりの働き方で社会参加をしたいという高齢者に対し、

就業の機会を提供することにより、高齢者自身の生きがいや生活の

充実を図るとともに、活力ある地域社会をつくり出すことを目的と

して事業を実施しています。 

具体的な調整内容としまして、新市シルバー人材センターの設立
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を支援する。補助金につきましては、新市においても補助する。金

額につきましては、経営状況に応じて補助する。経営が安定するま

での間、事務局長の人件費については新市で負担するとなっており

ます。 

以上で説明を終わります。 

ご協議のほどよろしくお願いいたします。 

 

  中村議長   各種事務事業（福祉関係）について説明をいただきました。 

この件について、皆さん方のご質問、ご質疑等を受けたいと思い

ます。 

重松委員さん。 

 

  重松委員   この市町村合併の一番のお題目と言われるのが、この福祉でござ

います。今まで合併という呼びかけの中で福祉のサービスを落とさ

ないがために合併せないかんであろうというようなことを、まず第

一番に言ってまいりました。 

まず福祉のサービスをふやさないまでも、落とさないがためにと

いうことでのいろいろ行政改革あるいは行財政改革、いろいろな要

請を合理化して住民に福祉をということが基本でございました、合

併については。 

それは今いろいろ福祉を中心にお伺いしておりますと、最後の右

の端の欄での調整内容については、非常に多くの点で伊予市を例に

ならってという言葉がございます。それぞれ項目ごとに見ておりま

すと、高齢者や身障者の方、あるいはまた児童、介護者等々に対す

る福祉のサービスが、伊予市が一番レベルが低いんじゃないかなと
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いうことが非常に多いです。中山さん、双海さんは非常にサービス

が十分とは言いませんけれども、伊予市よりは余計やっておられた

んじゃないかなという感に見受けるわけですが、そうしたことでの

いわゆる合併によってサービスが落ちたんじゃないかという住民に

受けとめられ方をするんではないかという懸念を持ちます。 

そういうことで、このことの調整については、まず住民を基本に

しての理解を得られる方法での検討、協議を特にお願いいたしたい

と思います。 

以上、要望です。 

 

  中村議長   ありがとうございました。 

高橋委員さん。 

 

  高橋委員   これは細かいことで非常に心の問題で大切だと思うんですが、７

７ページの敬老事業というのがあるんですが、これは老人の人たち

の１年間で１度のイベントだと思うんです。 

それで４番の記念品、米寿のみというふうに絞り込んでしまって

おられるんですけれども、これはどういう基準で絞り込んだんだろ

うかと疑問に思っております。それと、これはなぜ伊予市並みぐら

いにはやれんのだろうかなというふうに考えておるんですが、まず

説明をお願いいたします。 

 

保健福祉部会 

 八倉部会長   お答え申し上げます。 

伊予市におきましては、数え年９９歳、９０歳、８８歳の方にそ
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れぞれ記念品をお配りしております。中山、双海町につきまして

は、また別の方法でやってきております。ただ、長寿者褒章という

形で１００歳の方、また１０１歳の方についても記念褒章というこ

とを実際行っておりまして、そこらあたりのことを勘案しまして、

例えば９９歳であれば、また９９歳、また１００歳になったら１０

０歳でというような形になっております。 

それは記念品等をお送りすることについて、我々は住民の皆さん

が喜んでいただけることについては、別段何もとやかく言うことは

ないんですけれども、やはりこの記念事業については少し絞り込ん

だ方がいいんではないかというようなことがございます。県におい

ても、そういうふうな形で８８歳の米寿褒章は中止いたしました。 

そこらのことについては、いろいろな現在の諸般の事情があって

やめられたんだと思いますし、新市においても、やはりそこらにつ

いては見直す必要があるということで、我々の部会においては、こ

のような形で結論を得たということでございます。 

 

  中村議長   高橋さん、どうぞ。 

 

  高橋委員   県においても、ほかにおいてもということはあるかもしれません

けれども、言えば、年老いて９０から１００というのは老人におい

ては非常に厳しい年齢だと思うんですよ。極端に言えば、いつお迎

えがくるかということを心配しながら一生懸命生きておられる

方々。それと、この年齢といいますのは、一応戦争も経験をされ

て、非常に激動の時代に苦労されて今の時代を支えてこられた

人々。そこら辺を考えると、絞り込んでしまう、その県がある程度
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絞り込んでいるということなんですが、これは伊予市さんの９９、

９０、８８ということを全部取り入れなくても、一つぐらい独自に

９５歳なら９５歳とか、そういういたわりの精神があってこそ、新

市の心のある行政になるんじゃないかと私は信じておりますけれど

も、そこら辺はいかがなものでございましょうか。 

 

保健福祉部会 

 八倉部会長   お答え申し上げます。 

先ほど申し上げましたが、それは９９歳の白寿という節目の祝い

と、９０歳については卒寿ということで伊予市では実施してきてお

ります。今この９０歳の方については、さまざまなご苦労をされて

きたというのは私どもも理解できます。 

だけれども、これを我々が９０歳になるころにもやっていただけ

るかどうか。これはその人が戦争で苦労したとかいうものとの、

我々の時代とまた別の価値観があるもんじゃないかと考えておりま

す。 

また、お祝いしてあげることを幾らでもお祝いしてあげたいので

はございますが、このお祝いをやめるかわりに、ほかの敬老といい

ますか、高齢者福祉に使いたいなというのも我々の考えでございま

して、今回我々の部会におきましては、こういう結論とさせていた

だきました。よろしくご理解をいただいたらと思います。 

 

  中村議長   いわゆるこれがすべてじゃないんですから、皆さんご意見出して

結構やと思います。 

ほかに。助役らも一緒に入ってたんでしょう。先に経過をもうち
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ょっと詳しく。 

 

  亀井委員   そこに従来と同程度のサービスもすると、敬老会も開催すると。

ということは、中山町あたりも校区単位で地域の婦人会の方に手伝

ってもらって敬老会を実施しているんですが、そういうものを引き

続き開催できるということで考えとっていいわけですか。 

 

  中村議長   小林委員、補足してください。 

 

  小林委員   現実的には幹事会でも、これ上がって協議したんですが、今実施

されているやり方というのを尊重するということで助成はしており

まして、先ほどの切り捨てじゃないかというふうなことがございま

したが、これはかかって予算の伴うことでございますので、また、

こういう意見が委員さんの中から出たというふうなことを理解して

おったら、それで後の論議になってしたんでいいんじゃなかろうか

というふうに思うんですが、いかがでしょうか。 

 

  中村議長   今小林委員がおっしゃったのは、こういう意見があったというこ

とで、この協議の中で併記をするということでいかがでしょうかと

いうことです。 

         だから、これに限ることではなくて、米寿のみということも、今

ここではうたっておるけれども、今後の運用の中で、また再度協議

をするということでいいんじゃないかなと思いますが、そのこと

で。 
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  亀井委員   中山町だけ、多分７０歳から７５歳に対象者を引き上げている最

中で７３だと思うんです。その点について中山の方は了解なんでし

ょうか。 

 

保健福祉部会 

 西村副部会長  中山町は今年度が７４歳からになります。そして来年度から７５

歳ということになりますので、ちょうど合併したときは７５歳の人

からということになります。 

 

  中村議長   西岡委員さん。 

 

  西岡委員   ページ数で言うと７８ページなんですが、ここに長寿者褒章とい

うことが書かれておるんですが、この事業の概要に数え年１００歳

以上。伊予市の場合は１００歳以上は記念品８，０００円程度・花

束・祝状と。それから中山町は満１００歳、金５０万円、祝状。双

海町は満１００歳、何と１００万円と祝状と。こういうふうな形

で、それぞれ１市２町が長寿者褒章ということで取り組んできてお

りますが、これは非常に離れているわけでございまして、このあた

りがどういうような調整になるのか、非常に関心がございます。 

具体的な調整内容というふうなところにこの問題を記載されてい

るんでしょうかね。その点をお尋ねしたいのと、それからもう一点

は、これ多分間違いじゃないかと思うんです。８３ページを皆さん

開けてくれますか。 

８３ページの寝たきり老人介護手当支給事業、これにそれぞれ支

給等となって伊予市の場合は月５，０００円、年１回、３月に支
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給。これは１回が５，０００円の書き方の間違いじゃないかと思う

んですが。中山町は月１万円、年２回、３月、１０月支給。これは

１回の支給が１万円で、年２回支給して、その支給の月が３月、１

０月ということじゃなかろうかと思うんですが、これは確認でござ

います。 

それは確認でございまして、さっき私が申し上げたこのお祝いの

仕方に非常に大きな差異がございますが、このあたりはどういうふ

うに考えておられるか。ちょっと私自身も関心がございますので、

お答えを願いたいと思います。 

 

  坪内主事   長寿者褒章につきましての具体的な調整内容としまして、新市に

おきましては、１００歳の方に対しては記念品として５万円相当と

いうふうに考えております。また、１０１歳以上の方については記

念品１万円相当というふうに今のところ考えております。 

８３ページの支給につきましては、月５，０００円分を年に１回

ですから、これ５，０００円掛ける１２の分を年に１回３月に一気

に支給するというふうな考えで理解していただいたらと思います。 

だから、中山町、双海町につきましては、それは２回に分かれる

と３月と１０月で、双海町については４月と１０月に分かれておる

というふうにご理解していただいたらと思います。 

以上です。 

 

  中村議長   今のことでまだ質問があるんですか。 

 

  西岡委員   今、聞いたんですが、この長寿のお祝いの件について５万円言わ
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れましたかね。それで１０１歳で１万円。これえらい今までと状態

が違ってくるんですが、どんなんでしょうかね、これ。どういう理

由で分科会、専門部会等々で、かなりこれは意見を出し合ってやっ

たことじゃないかと思うんですけど。 

 

  中村議長   ちょっと休憩します。 

 

  中村議長   再開をさせていただきます。 

もう少し経過のことについて事務局から説明をいただきます。 

 

保健福祉部会 

 八倉部会長   ご説明いたします。 

この高齢者の長寿者褒章について、双海町さんは１００歳の方１

００万円、中山町さんについては５０万円ということで支給されて

きております。お祝いとして贈っておりますが、１００歳になって

１００万円なり５０万円なり、本人さんがいただいたとしてもわか

りづらい部分もございます。そして、また町の経済についても、そ

れほど効果がないというようなこと。また、今この方々、人数が少

のうございます。これから長寿社会を迎えますと、新市になってく

ると、数年先には数十人の方が１００歳を迎えるという時代になっ

てきます。そうすると、財政的に仮に１００万円支給ということに

なれば、毎年、数千万円以上負担もかかるというようなことで、こ

の１００歳の方へのお祝金については、やはりこの際、見直した方

がいいんじゃないかということで、一応今回の調整の中でやめると

いう形で、満１００歳になった方にはお祝いとしてお祝状と記念
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品、１００歳の方についても同じく祝状と記念品をお送りしましょ

うということでございます。 

以上でございました。 

 

  中村議長   もう少し、私は担当の町じゃないですけれども、高齢者が１００

万円いただいても、大半をまた町へお返しするという例もあったよ

うです。そういうことも含めて、やはり高齢者が１００万円をいた

だくということはありがたいけれども、実際には十分それを生かし

きれないという例もあったようですので、この際にそこらへんも含

めて廃止にしようかなということも根底にはあったようですね。 

それも含めて、それは財政的に許せば、こういう制度は多いに取

り上げたいと思いますが、どうでしょうか。そこら辺も含めてこの

ような資料ができたわけですが、きょうの協議会で皆さん方がお認

めがいただけるか、何か付記せえということなら……。 

西岡委員、どうぞ。 

 

  西岡委員   よろしいでしょうか。 

私、伊予市ですが、伊予市の場合は今までこういうような状態で

ございますので、心配しているのは中山町と双海町さんでございま

す。このあたりが市民の方、住民の方に十分ご理解していただい

て、今のような、確かに人生８０年、９０年の時代ですから、そう

いうようなことでご理解できるんであれば、決して私はこれにこだ

わるものではない。 

ただ、双海町、中山町さんが今までこういうふうに実施されてき

て、そういうふうに長寿された方に対してしてあげて、皆さん市民
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の方が喜んであげておるということがやってきまして、たまたま私

代になったらいただけないと、ちょうど合併になってしまって１０

０万円が５万円になってしもうたというようなことがあるかどうか

わかりませんが、そのあたりをちょっと心配したものですから、こ

ういうようなご意見を申し上げた次第でございまして、そんなこと

で意見を言ったわけでございます。 

 

  中村議長   はい、事務局。 

 

  和田局長   具体的な回答にはならないんですけれども、確かに委員さんから

ご指摘がありましたように、やはりお年寄りを敬う心が大事だとい

うふうなことでございますけども、一つは今高齢者福祉というよう

なことでやっておりますけども、福祉というのは基本的に社会的な

弱者を救済しようというのが本来の目的でございます。 

また、ここは長寿者褒章ということでお年寄りに敬意を示そうと

いうようなことで、おっしゃるようにそういう心をどういう形にあ

らわすかという問題で、これについては非常に政策的な施策だと思

われます。ですから、そういう心をどういう形であらわすのが適切

かと、これは出す側も、それから受け取る側の問題でもあろうかと

思います。それについては非常に政策的な問題でありますので、新

市において十分考えてやるべきではないかということがあります。 

当面の調整として、一たんこういう具体的な調整内容にあります

ようなところから出発して、新市において理事者も含めて具体的な

政策を立案するのがいいのではないかということでの調整になって

おります。 
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やはり伊予市と中山町、双海町、それぞれ人口規模、それから職

員体制、財政状況違いますので、そういう意味では福祉の政策のあ

り方も一律にはまいりません。規模が小さいところは小さいなりに

やり方がありますし、また、大きいところは十分にマンパワーを活

用するとか、そういうこともできるかと思います。 

やはり新市においては政策的に有効なメニューを組んで実施する

ということが必要かと思いますので、個別に当たりますと、確かに

廃止になるものもあるわけでありますけども、全体的に福祉のレベ

ルが下がらないと、そういう政策的な調整が必要かと思いますの

で、なおまだ合併期日までの間にそういう全体的なレベルがどうか

というような視点でも調整をしていきたいと考えておりますので、

ご理解いただきたいと思います。 

 

  中村議長   今の答弁でようございましょうかね。 

         はい、どうぞ。 

 

 上田副会長   双海町でございます。 

いろいろご心配いただいておるんですが、１００万円が一気に５

万円になるというようなことは、きょう初めて聞いたんですけど

も。というのは、この資料にも、いただいた資料にも出ておりませ

んし、なぜ出さないんかなと思うんですけどね、資料に。わかって

おるんであれば。これは先回もそんなことがあったと思うんです

が。最新の資料をまず出していただきたいなと思うんですが。最新

でないんであれば、何年の何月時点でという資料にしていただきた

いと思います。これは先回も指摘があったと思うんですけれども。 
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あとの方でもまた出てくるようでございますけれども、それはそ

れとしまして、１００万円につきましては、私どもでは、一般的に

はあれほどのものをあげんでええんじゃないかなという話はござい

ます。もし出すんであれば、むしろ若い、子供が生まれたときと

か、あるいは結婚祝金の方にもっとたくさんのものを出した方がい

いんじゃないかなというふうなお話はございます。 

だけども、これは協議会等で慎重に審議して、意見もそれぞれ出

して決まったことだろうというふうに思いますので、そういった意

味で私どもは尊重はしているところでございます。 

ただ、これで以外にも６５ページですかね、資料の。このあたり

に合併時に廃止するというのがえらい目立つわけです。通し番号２

７番とか２９、３０、３１。こういうのを見ると、どんなんかなと

いうような心配もございます。 

ですので、先ほど説明、お話もありましたように合併に向けてま

だ時間もございますので、全体的な福祉ということにつきまして、

もう少し慎重に審議していただきたいなというふうにきょうは思っ

ております。 

そして伊予市の重松議長さんの冒頭にもありましたように、この

福祉につきましては非常に関心事でございます。お年寄りだけのが

福祉ではないわけでございますけれども、お年寄りに対する福祉と

いうのは非常に目立ちますし、特に私ども中山町さん含めまして高

齢化進んでいるところにつきましては、なおさら伊予市の市民の方

よりも関心強うございますので、繰り返すようでございますけれど

も、もう少し慎重に審議できるものがあるのであればしていただき

たいなと、こういうふうに思っております。 
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  中村議長   あのような双海町からのご要望もございました。事務局からは、

いわゆる後の新しい町の政策として取り上げるべきではないかとい

うようなことも出たわけですので、今の段階では、きょうのこの事

業の進め方についてご承認がいただけるようやったら詰めたいなと

思うんですが、どうでしょうかね。 

何かご意見が、どうしても元に戻せということならね、また再度

協議しても結構なんですよ。 

はい、大石委員。 

 

  大石委員   双海町の大石です。 

ご心配かけているんですが、この１００万円を導入したのはかな

り前だったと思うんです。当時は１００歳になる人おらんのじゃな

いかというような状態の中で導入しましたところ、高齢化というこ

とで対象者がふえてまいりまして、最近では２人とか３人というよ

うな年もありまして、財政的にも非常にしんどいなというような状

態になっております。 

ですから、事務局から言われましたように、やっぱり財政の絡み

もありますので、新しい市で対応をしていただきたいなと思ってお

ります。 

以上です。 

 

  中村議長   ありがとうございました。 

いろいろご意見が出ましたが、やはり特に高齢者福祉について

は、新しい市におきましても十分そういう認識の中で敬老精神をよ
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り高めていくという意味から、そのあたり政策的な話が当然出てき

ていいと思いますので、きょうの段階では、ここ辺で確認をさせて

いただいてようございましょうか。 

いろいろご意見出ましたが、それでは協議第３９号各種事務事業

（福祉関係）については、原案のとおり確認するということでご異

議ございませんでしょうか。 

 

（「異議なし」の声あり） 

 

  中村議長   ご異議がないようでございますので、協議第３９号につきまして

は、原案のとおり確認をさせていただきます。 

 次に、協議第４０号各種事務事業（農林水産関係）の取扱いにつ

いてを議題といたします。 

 事務局から説明を求めます。 

 

  島川主事   協議第４０号各種事務事業（農林水産関係）の取扱いについて。 

 この件につきましても、分科会、専門部会及び幹事会で協議、調

整されたものを提案するものです。 

 会議資料の２８ページをお開きください。 

 記以降になりますけれど、農業関係事業といたしまして、１、農

業振興地域整備計画については、新市において策定する。 

２、農業経営基盤強化基本構想、地域農業マスタープランについ

ては、新市において策定する。 

３、農業制度資金については、合併時に調整する。 

４、農業関連団体の育成については、統合可能な組織は再編を図
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る中で、新市において調整する。 

５、農業振興制度については、新市において調整する。ただし、

市町単独事業のうち、所期の目的を達成した事業については、合併

時に廃止する。 

６、水田農業経営確立対策推進事業については、新市において調

整する。 

７、農林業施設の運営については、新市において調整する。 

ページをおめくりください。２９ページになります。 

林業関係事業といたしまして、 

１、森林整備計画については、新市において策定する。 

２、林業関連団体の育成については、統合可能な組織は再編を図

る中で、新市において調整する。 

３、林業振興制度については、新市において調整する。ただし、

市町単独事業のうち、所期の目的を達成した事業については、合併

時に廃止する。 

４、森林環境保全事業については、新市において中山町の例によ

り調整し、新たな制度を制定する。 

５、鳥獣被害駆除防止事業については、合併時に調整する。 

水産業関係事業といたしまして、 

１、漁業関連団体の育成については、新市において調整する。 

２、漁業制度資金については、合併時に双海町の例により調整

し、新たな制度を制定する。 

農林土木関係事業といたしまして、 

１、農林振興総合整備事業（伊予山海地区）については、現行ど

おり実施する。受益者負担についても、現行どおりの負担割合とす
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る。 

２、土地改良事業については、合併時に伊予市の例により調整

し、新たな制度を制定する。 

３、原材料支給事業については、合併時に伊予市の例により調整

し、新たな制度を制定する。 

４、建設機器の運用については、合併時に中山町の例により調整

し、新たな制度を制定する。 

５、林道整備・管理事業については、合併時に調整する。 

６、林内作業車道開設事業については、合併時に伊予市の例によ

り調整し、新たな制度を制定する。 

災害復旧関係事業といたしまして、 

１、農業施設災害復旧事業については、合併時に調整する。 

２、林業施設災害復旧事業については、合併時に調整する。 

続きまして、附属資料の方を説明させていただきます。 

附属資料の９５ページをお開きください。 

附属資料の９５ページ、上から２段目の細項目をご覧ください。

まず最初に農業関係事業から説明させていただきます。 

その下の調整方針をご覧ください。 

農業振興地域整備計画については、新市において策定する。農業

振興地域整備計画は、愛媛県農業振興地域整備基本方針に基づき、

３市町がそれぞれ計画を策定したもので、その内容は土地区分や農

業上の用途区分など農業振興地域について定めたものです。おおむ

ね５年ごとに抜本的な見直しを行う特別管理と、やむを得ないと認

められるものに限り行う一般管理によって計画書の適正管理を図っ

ております。 
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この計画につきましては、右側の具体的な調整内容をご覧くださ

い。 

新市において速やかに、一体的な農業振興地域整備計画を樹立す

るものとし、新計画が策定されるまでの間は、それぞれ現計画の一

般管理事務を現行どおり行うものといたします。 

ページをおめくりください。９６ページになります。 

農業振興地域整備促進協議会は、先ほど説明いたしました農業振

興地域整備計画を策定することなどが主な目的であり、具体的な調

整内容をご覧ください。農業振興地域整備促進協議会については、

計画作成時に、伊予市の例により調整いたします。 

次のページをご覧ください。上から３段目の調整方針をご覧くだ

さい。 

農業経営基盤強化基本構想、地域農業マスタープランについて

は、新市において策定する。 

農業経営基盤強化基本構想とは、１、効率的かつ安定的な農業経

営の育成。 

２、その農業経営が農業生産の相当部分を担うような農業構造の

確立。 

３、地域の実情に即した多様な担い手の確保・育成を目的に制定

されます。 

また、ページをおめくりください。次のページでは地域農業マス

タープランについて書いております。 

地域農業マスタープランとは、食料・農業・農村基本法の理念の

実現に向け、農業経営基盤強化促進法の基本構想等に即して作成さ

れたものです。これらにつきましては、現在の各市町の基本構想を
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基に新市において速やかに構想を策定いたします。 

次のページをご覧ください。 

調整方針、農業制度資金については、合併時に調整する。 

農業制度資金利子補給費補助は３市町で実施している事業で、調

整内容といたしまして、合併時に双海町の例により利子補給率１％

以内に調整し、新たな制度を制定いたします。 

また、農業振興資金利子補給事業は、伊予市と双海町で実施して

いる事業で、調整内容として、合併時に伊予市の利子補給率０．

５％を例に調整し、新たな制度を制定いたします。 

次のページをおめくりください。 

調整方針、農業関連団体の育成については、統合可能な組織は再

編を図る中で、新市において調整する。 

農業の振興を図るため、関係団体に助成することで、より一層の

振興を図ることを目的に農業振興団体に補助をしております。その

内容は、ご覧のとおり３市町でまちまちになっておりますので、当

面は現行どおり実施し、統合可能な組織は再編を図る中で、新市に

おいて新たな制度を制定します。 

ただし、ＪＡえひめ中央生産者組織中山支部に対する補助金は合

併時に廃止の方向で検討いたします。 

次のページをご覧ください。 

農業女性グループ育成につきましては、３市町それぞれの団体が

活動をしております。 

調整内容としまして、当面は各市町ともに現行どおり支給し、新

市において組織の再編を行い、新たに制度を制定いたします。 

ページをおめくりください。 
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調整方針、農業振興制度については、新市において調整する。た

だし、市町単独事業のうち、所期の目的を達成した事業について

は、合併時に廃止する。 

農業振興助成制度といたしまして、中山町の地域農業活性化緊急

対策事業とたばこ圃場土壌消毒事業を載せております。 

これらの事業は、新市で策定する農業経営基盤強化基本構想を踏

まえ、合併後に効率的かつ安定的な農業経営体育成に向け、中山町

を例により新たな制度を制定いたします。 

次のページをご覧ください。 

果樹生産の振興及び産地化を図るため、果樹振興対策事業を３市

町で行っていますが、その内容はまちまちなところがありますの

で、当面は現行のままで事業を実施し、農業経営基本強化基本構想

等を踏まえ、新市において新たな制度を制定いたします。 

ただし、高品質栗出荷奨励事業については、合併時に廃止の方向

で検討いたします。 

ページをおめくりください。 

２１世紀型農業産地育成事業につきましては、３市町とも同様の

事業内容ですので、調整内容といたしまして、現行どおり新市に引

き継ぎます。 

次のページをご覧ください。 

農業漁業廃プラスチック・農業用ビニール回収事業補助金につき

ましては、伊予市、中山町は農業関係のみ回収し、双海町は漁業関

係のものも回収しております。 

よって、調整内容として当分の間現行どおり実施し、新市におい

て双海町の例により新たな制度を制定いたします。 
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ページをおめくりください。 

中山町の名産の一つであるそばに対して、そば生産振興対策事業

を行っております。この事業は当分の間現行どおりとするが新市に

おいて、三セクに費用負担を求めると共に関連施設の運営を一括委

託するなど、新たな制度を制定します。 

なお、出荷奨励制度は、合併時に廃止の方向で検討いたします。 

次のページをご覧ください。 

中山間地域等直接支払制度は平成１２年度から始まり、今年度、

平成１６年度までの事業です。来年度以降もこの事業が継続される

かどうか現時点では国の方向性が明らかにされていませんので、調

整内容として、国の農政の方針に沿って、新市において、新たな制

度を制定いたします。 

ただし、ページをおめくりください。 

ここのページでは、中山町のみ実施しております町単独事業の内

容を掲載しております。調整内容といたしましては、町単独事業に

つきましては、合併時に廃止の方向で検討いたします。 

１０９ページをご覧ください。 

道後平野土地改良区農業水利事業は、伊予市と道後平野土地改良

区及び伊予郡大谷土地改良区との取り決めにより、負担金等をそれ

ぞれの土地改良区に支払うものであり、調整内容として、現行どお

り新市に引き継ぎます。 

ページをおめくりください。 

調整方針、水田農業経営確立対策推進事業については、新市にお

いて調整する。水田農業経営確立対策推進事業は、米政策改革大綱

に基づき、米を取り巻く環境の変化に対応し、需要調整対策、流通
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制度、関連施策等の改革を実行し、農業構造の展望と、米づくりの

本来あるべき姿の実現を目指すため、水田農業構造改革対策事業へ

移行されました。 

よって、事業内容の変更が行われましたので、新市において新た

に組織の再編及び制度を制定いたします。 

次のページをご覧ください。 

調整方針、農林業施設の運営については、新市において調整す

る。 

農林施設維持管理委託として３市町それぞれの施設を載せており

ます。これらの調整内容として、当分の間、現行どおりとし、新市

において新たな制度を制定いたします。 

ページをおめくりください。１１２ページになります。 

続きまして、林業関係事業を説明させていただきます。 

上の表の調整方針をご覧ください。 

森林整備計画については、新市において策定する。森林整備計画

は、国の全国森林計画及び県の地域森林整備計画に即した市町村に

おける森林整備のマスタープランであり、地域林業整備方針を定め

ています。 

調整内容として、各市町の森林整備計画を基に、新市において速

やかに森林整備計画を策定します。 

下の表の調整方針をご覧ください。 

林業関連団体の育成については、統合可能な組織は再編を図る中

で、新市において調整する。森林組合補助につきまして、今年の４

月１日に伊予市森林組合、中山町森林組合、双海町森林組合が合併

して伊予森林組合が発足しましたが、補助制度については、現行の
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まま引き継ぐこととするが交付額については合併後、伊予森林組合

のヒアリング等を行い調整を図り、新たな制度を制定し補助金を交

付いたします。 

次のページをご覧ください。 

林業振興団体補助として、中山町は森林組合椎茸生産組合に、双

海町は林業研究グループと椎茸生産組合に補助しております。 

調整内容として、団体への補助金は現行どおりとし、合併後、組

織再編を行い、新たな制度を制定します。 

森林整備担い手確保対策事業に係る補助金は現行どおりといたし

ます。 

ページをおめくりください。１１４ページになります。 

林業関係負担金・会費等につきましては、それぞれの団体に負担

金や会費を支払っております。ご覧のとおり３市町でまちまちであ

りますので、関連団体の加入については、新市において一元化の方

向で調整します。 

緑の少年隊育成事業については、合併時に一旦廃止し、新市にお

いて速やかに新たな制度を制定します。 

１１５ページをご覧ください。 

調整方針、林業振興制度については、新市において調整する。た

だし、市町単独事業のうち、所期の目的を達成した事業について

は、合併時に廃止する。林業振興助成制度として、中山町は除間伐

材出荷促進強化対策事業、双海町は優秀種苗普及事業に補助金を交

付しております。 

調整内容として、管内の林分は除間伐等保育事業の上限年齢（４

５年生）に達しつつあり、合併後においても積極的に振興施策を展
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開する必要があるので、優良品種の普及事業を含めて、当面は現行

どおり実施し、新市において早い時期に新たな制度を制定いたしま

す。 

ページをおめくりください。１１６ページになります。 

特定林産物振興事業として、中山町は原木しいたけの生産合理化

施設整備事業、優良品種導入事業、出荷奨励事業に対して、双海町

は椎茸生産振興種菌事業に対して補助金を交付しております。 

調整内容として、原木しいたけの生産振興に係る種菌及び優良品

種導入事業については、果樹振興策の優良品種の導入事業を参考と

し、中山町の例により調整し、合併時に新たな制度を制定します。 

なお、中山町が実施している原木しいたけ生産合理化事業、原木

しいたけ出荷奨励事業は、合併時に廃止の方向で検討いたします。 

次のページをご覧ください。 

調整方針、森林環境保全事業については、新市において中山町の

例により調整し、新たな制度を制定する。森林施業に不可欠な地域

活動を通じて、森林を有する多面的機能を発揮させるため、森林保

有者に森林整備地域活動支援交付金を交付しております。 

この事業は合併後において、中山町の例により調整し、新たな制

度を制定いたします。 

ページをおめくりください。 

間伐実施事業として、伊予市は活力水源林誘導事業と広葉樹導入

促進事業を実施しております。中山町は森林環境保全整備事業費補

助金、双海町は森林総合整備事業補助金と名称は違いますが、その

内容は県の規定に基づき補助するもので、同じ事業となっておりま

す。また、中山町と双海町は水源の森林づくり実施事業補助金を交
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付しております。 

調整内容として、森林環境保全整備事業は、合併後、中山町の例

により実施するものとしますが、事業の計画（団地化）的実施の可

否によって、県費の補助率が大きく変わってくるため、受益者負担

等具体的事業の実施方法については、新市において速やかに新しい

制度を制定いたします。 

次のページをご覧ください。 

調整方針、鳥獣被害駆除防止事業については、合併時に調整す

る。鳥獣被害駆除防止事業につきましては、３市町それぞれで事業

の内容は違うところはありますが、有害鳥獣駆除と防護柵設置に対

して補助をしております。 

調整内容として、有害鳥獣駆除は、合併時に中山町の例により調

整するとともに、捕獲有害鳥獣に対する補助は、双海町の例により

調整します。 

また、防護柵設置対策は、合併時に双海町の例により調整し、新

たな制度を制定いたします。 

ページをおめくりください。１２０ページになります。 

次に、水産業関係事業について説明させていただきます。 

調整方針をご覧ください。 

漁業関連団体の育成については、新市において調整する。伊予市

には伊予漁協、双海町には上灘漁協と下灘漁協があります。伊予市

は伊予漁協に対して掲載しておりますさまざまな助成金を交付して

おります。 

一方、双海町は組合自体への団体補助はなく、それぞれの事業に

対して補助をしております。 
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これらの事業については、当分の間現行どおりとしますが、新市

において漁業振興計画策定等を検討しつつ、調整し、新たな制度を

制定いたします。 

ページをおめくりください。 

漁業振興のために活動を行う団体に対し、負担金を交付しており

ます。その内容はご覧のとおり２市町でまちまちになっております

ので、調整内容として当面は現行どおり行い、新市において新たに

制度を制定します。ただし、可能なものについては加入の一本化を

図ります。 

次のページをご覧ください。 

調整方針、漁業制度資金については、合併時に双海町の例により

調整し、新たな制度を制定する。漁業近代化資金等の利子補給につ

きましては、伊予市と双海町で実施している事業で、調整内容とし

て、合併時に双海町の例により、利子補給率を１％以内に調整し、

新たな制度を制定いたします。 

ページをおめくりください。 

続きまして、農林土木関係事業を説明させていただきます。 

調整方針をご覧ください。 

農村振興総合整備事業（伊予山海地区）については、現行どおり

実施する。受益者負担についても、現行どおりの負担割合とする。 

農村振興基本計画とは、地域づくりのテーマを設け、幅広い住民

の参加を得て、いろいろな施策を組み合わせながらつくり上げるも

ので、伊予市、中山町、双海町の３市町で構成する伊予山海地区と

して表の中の概要のところに掲載しております事業を実施しており

ます。 
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調整内容として、当分の間、新市建設計画と整合性を図りつつ、

事業は現行どおり実施いたします。 

次のページをご覧ください。下のページになりますけれど、ここ

では地元負担について載せておりますが、見てのとおりまちまちな

のが現状でございます。 

調整方針として、他の土地改良事業の受益者（地元）負担割合に

差異が生じますが、既に関係者・地元に事業計画立案段階で調整済

みのため、現行どおりの負担割合とし、合併時に他の土地改良事業

と併せて新たな制度を制定します。 

ページをおめくりください。１２６ページになります。 

調整方針、土地改良事業については、合併時に伊予市の例により

調整し、新たな制度を制定する。農用地、農業用施設等の災害を防

止することを目的に、災害発生の防止等が必要なため池のうち、と

りわけ甚大な被害が生じるおそれがあるものをため池等整備事業で

改修工事を行いますが、伊予市のみ団体営事業の区分がありますの

で、調整内容として、合併時に伊予市の例により調整し、新たな制

度を制定いたします。 

１２７ページをご覧ください。 

農業用施設の新設改良等を行うことにより、農業経営の省力化、

安定化を図ることを目的に、農業用施設の新設改良事業に対して中

規模な事業について県の補助を受け、市町費と地元負担で事業をす

る県単独土地改良事業は合併時に伊予市の例により調整し、新たな

制度を制定いたします。 

ページをおめくりください。１２８ページになります。 

国・県の事業採択基準を満たない農業用施設の新設・改良事業に
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対して、市町単独の土地改良事業として執行しております単独土地

改良事業は、合併時に伊予市の例により調整し、新たな制度を制定

いたします。 

下のページをご覧ください。 

双海町小規模農地整備事業につきまして掲載しておりますが、調

整内容といたしまして、廃止の方向で検討いたします。 

ページをおめくりください。１３０ページになります。 

調整方針、原材料支給事業については、合併時に伊予市の例によ

り調整し、新たな制度を制定する。地元関係者により事業を実施

し、その原材料を支給する原材料支給事業につきましては、３市町

とも実施していますが、採択用件等、相違点がありますので、合併

時に伊予市の例により調整し、新たな制度を制定いたします。 

なお、中山町の生コン支給事業は現行どおり継続するものとしま

すが、早期に事業完遂に向けた措置が必要であり、合併後に新たな

制度を制定いたします。 

次のページをご覧ください。１３１ページになります。 

調整方針、建設機器の運用については、合併時に中山町の例によ

り調整し、新たな制度を制定する。建設機器の運用（中山町ブルド

ーザー運用）事業につきましては、中山町のみ実施している事業

で、その内容は町が所有する建設機器で、災害の応急工事、簡易農

林道の開設、土地改良事業などを実施しています。 

調整内容として、合併時に新市所有となる建設機器の管理運営

は、中山町の例により調整し、新たな制度を制定いたします。 

ページをおめくりください。１３２ページになります。 

調整方針、林道整備・管理事業については、合併時に調整する。
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広域的な森林施業を効率的かつ能率的に実施するため、事業計画書

に基づいて林道、作業道の開設を行う林道整備事業は、中山町と双

海町で実施している事業で、調整内容として、合併時に双海町の例

により調整し、新たな制度を制定します。 

ただし、合併時に事業実施中の路線で、一部負担について既に地

元関係者と協議調整済みの路線については、双海町の例により合併

後は、地元負担を求めないものといたします。 

下のページをご覧ください。 

作業道を含む林道の整備を促進し、林業経営の合理化を図り、林

業生産性の向上と地域環境の整備を促進するため、林道整備事業に

要する原材料費等の補助金を交付する林道等管理業務は伊予市のみ

実施している事業で、調整内容として、合併時に伊予市の例により

新たな制度を制定いたします。 

続いて１３４ページになります。 

調整方針、林内作業車道開設事業については、合併時に伊予市の

例により調整し、新たな制度を制定する。森林施策の効率化のため

設置された林内作業車道に対し、補助を行う林内作業車道開設事業

は３市町とも実施している事業で、調整内容として合併時に伊予市

の例により調整し、新たな制度を制定いたします。 

下のページをご覧ください。 

最後に災害復旧関係事業を説明させていただきます。 

調整方針をご覧ください。 

農業施設災害復旧事業については、合併時に調整する。 

農地・農業用施設災害復旧事業、国庫補助事業について申し上げ

ます。 
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この事業は農地・農業用施設の災害復旧を行い、もって農業の維

持を図り、あわせてその経営の安定に寄与することが目的です。 

調整内容として、災害対策事業であるため、積極的に国庫補助を

活用して事業を実施します。 

事業実施における受益者負担割合については、国庫補助対象事業

の場合は双海町の例により調整し、合併時に新たな制度を制定いた

します。 

なお、交付税算定農道に係る災害復旧事業については、受益者負

担金は公共土木施設災害復旧事業に準じます。 

ページをおめくりください。１３６、１３７ページになります

が、ここでは通常の補助率より高率の補助が受けられる増高申請に

ついて載せております。 

調整内容として、地元負担金については、伊予市、中山町の例に

より調整し、合併時に新しい制度を制定いたします。 

ページをおめくりください。１３８ページになります。 

国庫補助対象外の災害復旧事業については、その調整内容として

事業実施における受益者負担割合については、伊予市の例により調

整し、合併時に新たな制度を制定いたします。 

その下側になりますが、重機等借上げ料助成は、重機の借上げ費

の一部を助成し、受益者の負担軽減と施設機能の早期回復を図る目

的で、伊予市のみ実施している事業で、調整内容として、伊予市の

例により新たな制度を制定いたします。 

下のページをご覧ください。 

調整方針、林業施設災害復旧事業については、合併時に調整す

る。災害により被害を受けた林道施設を復旧する林道施設災害復旧
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事業は、中山町と双海町で実施している事業で、調整内容として、

合併時に双海町の例により調整し、新たな制度を制定いたします。 

ページをおめくりください。１４０ページになります。 

林道災害復旧事業及び県単林道事業にも採択されない小規模崩壊

地復旧事業は、中山町と双海町で実施している事業で、調整内容と

して、合併時に中山町の例により調整し、新たな制度を制定いたし

ます。 

以上で農林水産関係の説明を終わります。 

ご審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

  中村議長   各種事務事業（農林水産関係）の取扱いについての説明を終わり

ます。 

ここでご質問、ご意見等を受けたいと思います。 

ございませんか。 

別段ご意見もないようでございます。それではお諮りをいたしま

す。 

 協議第４０号各種事務事業（農林水産関係）については、原案の

とおり確認するということでご異議ございませんか。 

 

（「異議なし」の声あり） 

 

中村議長   ご異議がないようでございますので、協議第４０号各種事務事業

（農林水産関係）については、原案のとおり確認をさせていただき

ます。 

 ここでトイレ休憩をとりたいと思いますで、暫時休憩いたしま



 

 

  発言者               議題・発言内容 

-  - 80

す。 

 

  中村議長   それでは再開をいたします。 

 次、協議第４１号各種事務事業（商工観光関係）の取扱いについ

てを議題といたします。 

 事務局に説明を求めます。 

 

  島川主事   会議資料の３０ページをお開きください。 

 協議第４１号各種事務事業（商工観光関係）の取扱いについて。 

 この件につきましても、分科会、専門部会及び幹事会で協議、調

整されたものを提案するものになります。 

 記以降をご覧ください。 

１、企業誘致については、新市において新しい誘致制度を策定す

る。 

２、商工観光関連団体の育成については、新市において調整し、

商店街の活性化については、商工団体の組織再編等の動向を勘案し

ながら、新市において調整する。 

３、中心市街地活性化基本計画は、新市において検討する。 

４、中小企業事業資金融資制度については、合併時に調整する。 

５、労働金庫貸付金提携融資制度については、合併時に伊予市の

例により調整し、新たな制度を制定する。 

６、観光、イベント事業については、新市において調整する。 

７、観光交流施設の運営については、新市において調整する。 

附属資料の１４１ページから説明させていただきます。 

附属資料の１４１ページをお開きください。 
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調整方針、企業誘致については、新市において新しい誘致制度を

制定する。 

企業誘致について、伊予市と中山町で伊予市企業誘致促進条例、

中山町雇用促進条例を制定して、企業の誘致や雇用の促進を図って

います。 

その具体的な内容を１４１、次の１４２ページに載せておりま

す。 

具体的な調整内容として、合併前に合意に達した誘致企業に対す

る奨励制度の適用については、操業が合併後となっても経過措置と

して現行制度を適用することとし、新市において速やかに新しい誘

致奨励制度を制定いたします。 

続きまして、１４３ページをご覧ください。 

調整方針、商工観光関連団体の育成については、新市において調

整し、商店街の活性化については、商工団体の組織再編等の動向を

勘案しながら、新市において調整する。 

商工会議所及び商工団体への助成について、このページに書いて

おりますように、ご覧のとおり３市町それぞれに補助金、助成金を

交付しております。 

調整内容として、商工業の振興を図るため、関係団体への支援は

当面現行どおり行うものとしますが、合併後、早い時期に新しい制

度を制定します。商工団体の合併は、愛媛県の指針にそって引き続

き促すものといたします。 

続きまして、１４４ページをお開きください。 

観光関係機関が連携して、広域的観光ネットワークの形成を推進

し、地域の観光振興、活性化に寄与することを目的に観光協会等関
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係団体へ助成をしていますが、調整内容として、当面は現行どおり

とし、新市において組織の統合、広域団体加入の一元化を図りま

す。 

続いて１４５ページをご覧ください。 

３市町とも地域商品券の発行を行っておりますが、その補助内容

に違いがあります。伊予市は商店街近代化特別事業補助金の中に含

まれており、市からの直接的な助成はありません。中山町と双海町

は直接補助金を交付して助成をしております。 

調整内容として、各市町の中小商工業者は極めて厳しい経営環境

にありますので、引き続き地域での消費を促すため、当面現行どお

り実施しますが、合併後、発行母体となる商工団体の組織再編等の

動向をみながら、一体性のある制度を早い時期に制定いたします。 

次の１４６ページをご覧ください。 

調整方針、中心市街地活性化基本計画は、新市において検討す

る。中心市街地活性化基本計画とは、市街地の整備改善と商業等の

活性化を軸とした総合的なまちづくりのための指針となります。そ

して、この指針に基づき、商業者、市民、行政等の連携により総合

的なまちづくりが進められることが求められます。この計画は伊予

市のみ平成１２年６月に策定しています。そしてＪＲ伊予市駅前、

街の交流拠点施設として「町家」がことしの４月２９日にオープン

いたしました。 

調整内容として、伊予市の基本計画は新市に引き継ぐものとし、

財政充当の見通しがたっている等具体化しているものについては事

業を実施することとしますが、新市において早期に建設計画との整

合を図りながら、新たな行政区域を対象として計画の見直しを図っ
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ていきます。 

続きまして、１４７ページをご覧ください。 

調整方針、中小企業事業資金融資制度については、合併時に調整

する。業者に対して資金融通を円滑にし、もって振興を図ることを

目的とした中小企業事業資金融資及び利子補給事業は、伊予市と双

海町が実施しており、その内容はご覧のとおりです。 

調整内容として、合併時に伊予市の例により調整し、新しい制度

を制定いたします。 

１４８ページをご覧ください。 

中小企業制度資金利子補給事業は、中山町と双海町が実施してい

ます。 

調整内容として、中小企業の経営環境は極めて厳しいものがあ

り、資金調達を容易にするために制度を継続する必要があるため、

合併時に中山町の例により調整し、新たな制度を制定します。 

ただし、合併までに融資を受けたものは現行どおり利子補給する

ものといたします。 

続きまして１４９ページをご覧ください。 

調整方針、労働金庫貸付金提携融資制度については、合併時に伊

予市の例により調整し、新たな制度を制定する。勤労者の住宅建築

建設及び勤労者もしくは勤労者の家族の教育に必要な資金を融資す

ることにより、勤労者の福祉の増進と産業及び教育の発展に寄与す

ることを目的に労働金庫貸付金提携融資制度は伊予市のみ実施され

ている事業です。 

調整内容として、中山町、双海町に制度がないため、伊予市の例

により調整し、新たな制度を制定いたします。 
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続きまして１５０ページをご覧ください。 

調整方針、観光、イベント事業については、新市において調整す

る。観光イベント助成事業として補助金を交付しておりますが、そ

の内容はご覧のとおり３市町でまちまちになっておりますので、各

イベントは既に各地域に根ざしたものとなっており、当面は現行ど

おり実施するものとしますが、合併後、実施主体の統合を図りなが

ら特徴のある重点的イベントを中心に新市の一体感を醸成できるよ

うに新たな企画、運営を行う方向で調整いたします。 

続きまして１５１ページをご覧ください。 

花いっぱい推進事業についてもご覧のとおり３市町でまちまちに

なっておりますので、当分の間は、現行のまま引き継ぐこととしま

す。事業内容で、開催時期、開催内容、開催場所など、整理統合で

きるものなどを検討し、新市において新たな制度を制定いたしま

す。 

ページをおめくりください。１５２ページになります。 

観光振興事業としまして、３市町でそれぞれの事務事業を実施し

ております。 

調整内容として、地域に密着した事業であり、当面は現行どおり

実施しますが、合併後、実施主体・企画の一元化を図るなど、新た

な制度を制定いたします。 

続きまして、１５３ページをご覧ください。 

調整方針、観光交流施設の運営については、新市において調整す

る。観光公園、施設の管理運営として中山町、双海町でご覧のとお

りの事務事業を実施しております。 

調整内容として、管理運営の実態が多様であり、合併後直ちに運
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営の一元化を図ることは難しいので、当面は現行どおり管理運営す

るものとしますが、新市において速やかに一体的な管理体制の構築

を図ります。 

以上で商工観光関係の説明を終わります。 

 ご審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

  中村議長   ただいま商工観光関係の説明を終わったわけでございます。 

 このことについて、ご意見、ご質問を受けたいと思います。 

 亀井委員さん。 

 

  亀井委員   １４３ページの商工団体の合併は、愛媛県の指針に沿って引き続

き促すものとするということで、合併後、具体的にどうしなさいと

いう部分が出ているんでしょうか。商工会議所と商工会という、ち

ょっと詳しくはわかりませんけど、そのあたりはどういうふうな調

整をしていくのかということをご説明をお願いします。 

 

産業経済部 

 高本部会長   ちょっと私の方からご説明申し上げます。 

商工会と商工会議所につきましては、ご存じのように設立の根拠

となります法律が違いますので、これについてはすぐにどうこうい

う問題ではございませんが、商工会同士の合併につきましては、愛

媛県の指針として２０年４月１日をめどに調整をやってほしいとい

うような指針が示されてございます。 

以上でございます。 
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  中村議長   商工会同士の合併。 

商工会議所との合併もまた難しいですよね。 

 

  亀井委員   そうしますと、同じ市の中に商工会議所と商工会が存続するとい

うことになるわけですか。 

 

  中村議長   はい、そうです。両立するということです。 

 

  亀井委員   それで別に私も、商売はやっていないんですけど、問題はないわ

けですね。 

 

  中村議長   あるでしょうけどね。 

 

  亀井委員   問題がなければ構いませんが。 

 

  中村議長   例えば、ほんなら松山市の合併でも、北条市さんは商工会、それ

で松山市が商工会議所、そういうふうなことで、そういう状態があ

り得るということですよね。 

         はい、西岡委員。 

 

  西岡委員   そのこと多少私も勉強しましたので、亀井委員にお答えしましょ

うか。 

商工会同士の合併とか、商工会議所同士の合併はできるんです

よ。ところが商工会と商工会議所の合併は今のところできない。さ

っき事務局の方の説明があったとおりです。 
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しかし、今言うように同じ市の中に商工会があり、商工会議所が

ありというようなことになります。できることならば、やはり一つ

にまとまった方がいいと。そうすると、商工会議所か商工会どちら

かが一応解散して、そして例えば商工会が解散して商工会議所に入

るとか、商工会議所が解散して商工会と一緒になるとか、そういう

方法をとらんと、今のところはできんのですよ。 

それで、私も前に知事さんが来て、そしていろいろ意見があると

きに一応商工会議所と商工会の合併というものもスムーズにいくよ

うなことを働きかけてくれませんかというようなお願いはしたんで

が、まだそのことについてはテーブルの上に課題として現時点では

上がってないというようなことです。 

したがって、条件として地続きということもあるんよ。市町村合

併は飛び地でも構わんですが、商工会議所の場合は地続きじゃない

と、同じ商工会でも地続きというようなことを調べた結果、そうい

うふうな方法でしたが、当面は、しばらくの間はそういうような形

で、両方が解散しない限り併存すると。商工会議所もあり、商工会

もあるというようなことになるそうでございます。 

 

  中村議長   亀井委員さん、ようございましょうか。 

 

 上田副会長   商工会と商工会議所の合併については、西岡さんからのお話があ

ったとおりのようでございます。 

ただ、飛び地での合併についても、法が改正される可能性が出て

きておりますし、そういうような話もありますし、将来的には商工

会議所と商工会の合併というのは、多分法的にはならんと思うんで
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すけれども、そういうような動きもないこともないですし、両方が

存在するには非常に不便が起きると思います、行政にとっても。 

そして、その各自の業者にとっても、隣のうどん屋さんが商工会

議所で、隣の商工会にいうたら補助金違うし、がらっと変わってき

ますから、大変混乱するんじゃないかと思いますけど、その辺の整

備はすぐにはならんけど、国としても考えているようでございま

す。 

それと、１４３ページなんですが、ここに現行どおり関係団体の

支援は行うものというのが出ているわけですが、その他のところで

もたくさん出てくるわけでございますけれども、この現行どおりと

いうのは、これ私ちょっと不安があるので言うんですが、ここに書

かれている平成１４年度でなくて、今実施されている１５年度、１

６年度ということを現行どおりというふうに解釈してよろしいんか

と思うんですけれども。 

例えば１００ページなんか見ますと、もう年度は全然出てないわ

けですよね。それで現行どおりとなっているんですが、それはこれ

だろうと思うんですけれども。１４４ページあたりも、これ年度が

あって、現行どおりになっているんですけれども、場合によったら

補助金の比率とか、金額、大きく変わってるところがあろうかと思

うんです、１５年度、１６年度に。 

その辺、これ商工関係だけでなくて、ちょっと疑問、不安がある

ものですから、資料の出し方も含めてですけども、ちょっと説明を

いただいたらと思うんです。 

 

  中村議長   事務局長。 
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  和田局長   現行どおりといいますのは、制度とか基準において現行の制度、

基準でやるということでございまして、この資料の現況の欄にあり

ますのは、実績として上がっておりますので、必ずしも資料の現況

に載っている金額がそのままということではございません。 

 

  中村議長   ほかにございませんか。 

それではお諮りをいたします。 

協議第４１号各種事務事業（商工観光関係）については、原案の

とおり確認するということでご異議ございませんか。 

 

（「異議なし」の声あり） 

 

  中村議長   ご異議がないようでございますので、協議第４１号につきまして

は、原案のとおり確認をさせていただきます。 

次へまいります。 

協議第４２号各種事務事業（その他事務事業）の取扱いについて

を議題といたします。 

事務局に説明を求めます。 

 

  大森主任   会議資料３１ページをお開きください。 

協議第４２号各種事務事業（その他事務事業）の取扱いについて

説明いたします。 

 この件につきましても、分科会、専門部会及び幹事会で協議、調

整されましたものを提案するものでございます。 
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 各種事務事業（その他事務事業）の取扱いについて、次のとおり

確認を求める。 

 記以降でございますが、指定金融機関等。 

 １、指定金融機関は、株式会社伊予銀行とする。 

 ２、指定代理金融機関は、株式会社愛媛銀行、愛媛信用金庫、え

ひめ中央農業協同組合とする。 

 ３、収納代理金融機関は、株式会社広島銀行、株式会社みずほ銀

行、日本郵政公社とする。 

続きまして３２ページをお願いいたします。 

指定金融機関について簡単に説明させていただきます。 

指定金融機関とは、地方公共団体が公金の収納または支払いの事

務を取り扱わせるために置く金融機関を言います。 

指定金融機関の指定には議会の議決を要し、一地方公共団体を通

じて指定金融機関たる法人は一つでなければなりません。金融機関

の指定は、都道府県については義務づけられ、市町村は任意である

とされています。 

指定金融機関は、指定代理金融機関及び収納代理金融機関を総括

します。 

指定金融機関は、公金の収納または支払いの事務につき、当該地

方公共団体に対して責任を有するとともに、地方公共団体の長の定

めるところにより担保の提供をしなければなりません。 

指定代理金融機関とは、地方公共団体の長が、指定金融機関の取

り扱う公金の収納及び支払いの事務の一部を代理して取り扱わせる

ために指定する金融機関をいいます。 

指定代理金融機関の指定及び取消しに当たっては、地方公共団体
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の長が、指定金融機関の意見を聞かなければならないものとされて

います。指定代理金融機関については、数の制限もなく、また指定

に当たって議会の議決を必要としません。 

公金の取扱いについては、指定金融機関に準ずることとされてお

り、また、検査についても同様とされています。 

収納代理金融機関とは地方公共団体の長が、指定金融機関の取り

扱う収納の事務の一部を代理して取り扱わせるために指定する金融

機関をいいます。 

収納代理金融機関の指定及び取消しに当たっては、地方公共団体

の長が、指定金融機関の意見を聞かなければならないものとされて

います。収納代理金融融機関については、数の制限もなく、また指

定に当たって議会の議決を必要としません。公金の取扱いや検査に

ついては、指定代理金融機関の場合と同様、指定金融機関に準ずる

ものとされています。 

なお、収納代理金融機関と指定代理金融機関との主な相違点は、

収納代理金融機関が地方公共団体の公金の収納事務の一部を取り扱

うものであるのに対し、指定代理金融機関は、公金の収納及び支払

いの事務の一部を取り扱うというところにあります。 

１ページを開いていただきますと、３３ページ、３４ページ、３

５ページにわたりまして、関係する主な法令の抜粋を掲載しており

ます。参考にしていただいたらと思います。 

続きまして、協議会附属資料１５４ページをお開きください。 

こちらには先ほど申しました指定金融機関について、事務事業の

現況、伊予市、中山町、双海町の現況と、それの具体的な調整内容

を掲載しております。 
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伊予市、中山町、双海町はご覧のような現況でございます。 

その具体的な調整内容といたしまして、３市町において異なった

金融機関の指定が行われており、合併時に統一する必要があること

から、合併時に新たに制度を創設する。 

指定金融機関、公金取扱いの効率的運営と安全を図る見地から、

新市においても引き続き指定を行う。なお、指定形式については、

法人指定の形式とする。 

伊予銀行、契約期間、一つの金融機関との契約を継続、担保額

１，０００万円。指定代理金融機関、指定金融機関の取消しとなる

金融機関や現在の指定代理金融機関に配慮し、新市においても指定

代理金融機関を置く。愛媛銀行、愛媛信用金庫、えひめ中央農業協

同組合。収納代理金融機関、利用者の利便性を考慮し、新市におい

ても収納代理金融機関を置く。広島銀行、みずほ銀行、日本郵政公

社とありまして、１５５ページに愛媛県市町村要覧から抜粋いたし

ました松山市等を含めた県内近隣の指定金融機関、指定代理金融機

関、収納代理金融機関の現況等の資料を掲載しております。 

以上で説明を終わります。協議の方をお願いいたします。 

 

  中村議長   その他事務事業についてのご説明をいたしました。 

この関係で皆さん方のご質問、ご意見を伺いたいと思います。 

日野委員。 

 

  日野委員   この指定金融機関の株式会社伊予銀行、これは順当なところであ

ろうと思いますし、また指定代理金融機関として愛媛銀行、愛媛信

用金庫、えひめ中央農業協同組合、こういったところも順当なとこ
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ろであろうと思いますが、この３番の収納代理金融機関の中で株式

会社みずほ銀行というのがあるんですが、このみずほ銀行というの

は１市２町には別に支店もないし、どういったかかわり合いがある

のかなと。 

調整内容としても収納代理金融機関として利用者の利便性を考慮

し、新市においても収納代理機関を置くと、こういう説明があるわ

けなんですが、あえてここでそう言いながら、株式会社みずほ銀行

を収納代理金融機関として持ってきた理由というのはどこにあるの

か、お尋ねをいたします。 

 

財政分科会 

 長尾分科会長  ただいまの日野委員さんのご質問にお答えをしたいと思います。 

現状では附属資料の１５４ページに、伊予市、中山町、双海町と

いうことで、現在の指定金融機関ほか、指定代理金融機関あるいは

収納代理金融機関を掲載しております。現在取り扱っております税

でいきますと、みずほ銀行はどの団体も指定をしてございません。

今回、調整案として収納代理金融機関としてみずほ銀行を指定する

というような調整案にしてございます。 

その理由としましては、伊予市の方で、近年、このみずほ銀行で

の取り引きの者がふえてまいりました。そういったことで、市民の

皆さんからみずほ銀行でも公金のやり取りができるようなことにな

らんかというような要望も会計課の方へ多々まいっておるようでご

ざいます。 

そういうことを考慮しまして、今回、新市に移行しました場合に

は、新たに収納代理金融機関としてみずほ銀行を指定いたしたいと
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いうような調整案でございます。 

以上でございます。 

 

  中村議長   日野委員。 

 

  日野委員   市民からもみずほ銀行との取り引きがあるというふうなことから

要望があったというふうなお話でございましたが、現実の問題とし

て、伊予市、中山、双海にも支店はないということで、ちょっと不

便なんじゃないかなという懸念があるわけやね。 

そういった中で、それを言いよると、今の市民の中からそういう

要望ということになってくると、単にみずほだけじゃなくして、ま

たほかのＡ社も、Ｂ社も、あの銀行もというふうなことにもなろう

かと思うんですがね。 

要望があったというのは、どれぐらいの要望があったのか、具体

的に言うと。お尋ねをしたいと思います。 

 

財政分科会 

 長尾分科会長  まことに申しわけございません。 

本日、その具体的な資料を持ち合わせてございませんので、果た

して何件かということについては、この席ではお答えができませ

ん。 

それで再度前段に返るわけですが、指定代理金融機関、それと今

下段にあります収納代理金融機関、これのそれぞれの役割というこ

とでございますが、原則的には市が指定をしますのは指定金融機関

でございます。 
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これは議決事件ということになっておりまして、先ほど附属資料

の方の根拠法令ですか、これで地方自治法あるいは地方自治法施行

令の規定を掲載しているわけですが、その中に１の金融機関を議会

の議決を経て指定をして、公金の収納及び支払い事務を取り扱わせ

ることができますよというような任意の規定がございます。その中

で指定金融機関というのを指定するわけでございます。 

それに加えて、今度指定金融機関をして、その事務の一部を取り

扱わせる機関として指定代理金融機関あるいは収納代理金融機関と

いうのを指定することになります。 

先ほど事務局の方でも説明したかと思うんですが、指定代理金融

機関というのは、支払いと収納、いわゆる払い出しと受け入れの両

方の事務が取り扱うことができます。そして、収納代理金融機関と

いうのは、受け入れのみができる機関でございます。 

ただいまのご質問にありますみずほ銀行へ公金を支払いされる

と、みずほさんは直ちに伊予銀行さんの方の収入役口座へ振りかえ

をすると、口座振替すると、そういう手続になります。 

したがって、そのみずほ銀行で公金の払い出しを受けようとした

場合には、できないわけでございまして、市民からしますと、たま

たま松山の方へ行かれておって、松山にみずほ銀行さんの支店がご

ざいます。そこへ行って、伊予市の令書を持って公金の振り込みを

したときに、そこで受け入れができるというような手配になろうか

と思います。 

以上のような説明でご了解をいただきたいと思います。 

 

  中村議長   はい、日野委員。 
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  日野委員   くどいようですが、やはりちょっと無理があるんじゃないかなと

いう気がするんです。 

松山へ行ったときに、そのついでに松山でみずほ銀行へ払った

ら、そこからまた伊予銀行へ行くんだというふうな説明がありまし

たけど、伊予市、中山、双海にないのに、あるのならそこを利用し

てくださいということで指定するのなら話がわかるんですが、松山

にあるのに、遠方にあるのに、わざわざ指定するということにいさ

さか無理があるような気がいたします。 

 

  中村議長   はい、上田副会長。 

 

 上田副会長   私もちょっと不思議に思うんですが、香川銀行が今回外れておる

んですけど、一緒に質問してもらいたかったんですけど、これも何

か理由があったわけでございますか。香川銀行が伊予市からなくな

るとか。 

 

  中村議長   はい、香川銀行はなくなったんです。 

 

 上田副会長   わかりました。 

 

  中村議長   問題は、どれぐらいの要望があったら、こういう銀行が指定でき

るかということをはっきりしとったらいいのであって、また皆さん

が強く要望があればふやしていいわけやから。 

         はい、事務局。 
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財政分科会 

 長尾分科会長  具体的な要望件数につきましては、また次回報告をさせていただ

くということでお願いをしておきたいと思うわけですが、この指定

代理金融機関あるいは収納代理機関を指定したからといって、必ず

そこで公金を取り扱ってもらわないかんとか、市民の皆さんにそこ

で必ず入れてもらわないかんとかいうことではございません。広く

浅く指定をしておきますと、そこでも公金の取扱いができるという

ような概念でもって今回調整案をつくっております。 

市としましては、指定金融機関であります伊予銀行が出納事務の

主力となろうかというふうに考えております。 

以上です。 

 

  中村議長   市民が、また要望があればふやす可能性があるのかどうか、とい

うこと。 

 

財政分科会 

 長尾分科会長  答弁漏れでまことにすみません。市民の要望があったらまだまだ

ふやせるのかというようなご質問にお答えができてなかったようで

す。 

これは指定金融機関をしてという前段での条件がございます。伊

予銀行さんを指定するというようなことでお認めをいただいた場

合、正式に伊予銀行さんと、その交渉に移るわけですが、銀行さん

の方で可能ということであれば、まだまだ収納代理金融機関の指定

は可能かと考えております。 
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以上です。 

 

  中村議長   いわゆる指定金融機関の了解がなければいかんのかい。 

         指定金融機関の伊予銀行さんとみずほ銀行さんとで、そういう内

規があるようでございますのでご了承ください。 

 

  中村議長   ほかにございませんか。 

それではお諮りをいたしたいと思います。 

協議第４２号各種事務事業（その他事務事業）については、原案

のとおり確認するということでご異議ございませんか。 

 

（「異議なし」の声あり） 

 

  中村議長   ご異議ないようでございますので、協議第４２号につきまして

は、原案のとおり確認をさせていただきます。 

次に、その他の議題になりますが、第１０回協議会の日程につい

て、事務局から説明をいただきます。 

 

  和田局長   引き続きまして、会議資料の３６ページをご覧いただいたらと思

います。 

 第１０回の協議会の日程でございます。資料の方には既に日時、

場所、９月２７日月曜日、１４時から中山町農業総合センターでと

いうふうに入れております。 

 次回には資料を整えましてご提案をしたいと思いますけれども、

２７日月曜日にはご提案できるかと考えております。２７日月曜日
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で調整をさせていただきまして、また資料等整いましたらご案内を

させていただきたいと考えておりますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 

  中村議長   第１０回協議会は９月２７日月曜日ということで調整をさせてい

ただきたいということでございますが、よろしゅうございますしょ

うか。 

 

（「異議なし」の声あり） 

 

  中村議長   そうさせていただきます。 

以上で本日の議題はすべて終了いたしました。 

会議録署名委員さんには、会議録が調整でき次第ご連絡をいたし

ますので、よろしくお願いを申し上げたいと思います。 

委員の皆さん方にはご協力大変ありがとうございました。これで

議長の席をおろさせていただきます。 

 

  坪内主任   これをもちまして、第９回の会議を終了いたします。 

 皆様、ご起立をお願いいたします。 

 一同、礼。 

 どうもありがとうございました。 
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